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(内容の要旨)

本研究では，日本の情報システム開発における，受託企業の開発プロジェクトの成否と

組織文化の関係を調査し失敗防止に向けた提案を行う。

情報システム開発は， 1960年代のメインフレームの登場以来，開発プロジェクトの失

敗が問題視されてきた。近年の調査によると，開発プロジェクトの失敗は約 70%と報告さ

れており，この割合は約 10年の聞大きく変わっていない。この問題の解消に向けて，古

くから様々な取組みが研究されており，能力強化，コミュニケーション改善，および仕組

み整備といった活動が実施されてきた。しかしながら，これら多くの取組みにも関わらず，

開発プロジェクトの失敗が大きく減少していないのが実情である。

本研究では，開発プロジェクトの成否に影響する要素として，上記の取組みとは異なる

視点である組織文化に着目した。また，組織文化が大きな影響を与えるタイミングとして，

プロジェクト計画時の作業に主眼を置いた。

受託企業の開発プロジェクトの成否，プロジェクト計画の精度，および組織文化の関係、

を調査するために，インターネットアンケートおよび統計解析を利用した。アンケートの

作成には，安全文化の 8軸モデ、ルと能力成熟度モデ、ル(CMMI:Capability Maturity Model 

Integration)を参照した。

インターネットアンケートを実施した結果，日本の情報システム業界の受託企業に勤務

するプロジェクトマネージャ 444人から有効なデータを回収した。そして，統計解析の結

果，開発プロジェクトの成否にはプロジェクト計画の精度が影響を与えていること，プロ

ジェクト計画の精度には組織文化が影響を与えていることを確認した。また， 6人の有識

者へのインタビューからも同様の傾向があることを確認した。

これらの結果をもとに，経営層， PMを管理する上級マネージャ， PM，および組織の

改善推進担当に対して，組織文化向上のための提案を行った。
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Abstract 

The study mms to identify the relation between project performance of information system 

development and organizational culture in Japanese IT venders, and also propose how to reduce the 

project failure. 

In the IT industry, the project failure has been a problem since the appearance of mainfrmnes of 

the 1960s. According to investigation in recent years, it is reported that the rate of project failure is 

about 70%, and has not yet changed a lot for about ten years. To improve the project performance, 

various kinds of researches such as capability strengthening, a communication improvement, and 

process improvement have been carried out. However, the project failure is not decreasing greatly. 

In this study, it is tried to focus on the organizational culture which is a different view point from 

above existing measures. Moreover, the organizational culture put the chief aim on the project plan 

phase as timing which has big influence. 

In order to investigate the relation of the project performance, the accuracy of project plan and the 

organizational culture, internet questionnaire was conducted. In creation of the questionnaire, eight 

axes of safe culture and CMMI: Capability Maturity Model Integration were referred. 

The result of the internet questionnaire, available data from 444 project managers of the Japanese 

IT venders was collected. Then, the fact that the organization culture affects the accuracy of project 

plan and the accuracy of project plan affects the project performance was confirmed from the 

statistics analysis. 

In the end, proposal which will improve the organization culture was indicated to executives, 

semor managers who manage project managers, project managers and the organizational 

improvement promoters in Japanese IT venders. 
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1.緒言

1.1.本研究の背景

IT Informat工口口 Technology産業は，ユ 960年代のメインフレームの登

場以来，飛躍的な進歩を遂げてきた。 WITSA The World Informat工口口

Technology and Serv工cesAll工ance(20ユ口)の報告によると，世界の IT

産業の売上は， 20ユ口年に 3.5兆ドルに達し，前年比 7.4告の成長を記録した。

また， 日本においては，政府より 2000年以降継続的に e-Japan戦略が表明

されるなど，近年も IT産業の成長は続いている。

一方， ITの利用状況であるが， 日本の電子商取引は近年拡大を続けており，

経済産業省 (20ユユa)の報告によると企業間電子商取引 (BtoB EC : Bus工ness

to Bus工ness Electron工c Commerce)の市場規模は， 2006年のユ 48兆円

(取引全体の日 .6老)から 20ユロ年にはユ69兆円(同ユ5.日)すに成長している。

また，消費者向け電子商取引 (BtoCEC: Bus工nessto Consumer Electron工C

Commerce)の市場規模も， 2006年の 4.4兆円(取引全体のユ .3%)から 20ユ口

年には 7. 8兆円(同 2.5引に成長している。 IT産業は今や社会になくてはな

らない重要な産業のーっと言える。

IT産業は，主に情報サービス産業，コンビューター製造業，および情報通信

業に分類される。日本の情報サービス産業の売上高は，ソフトウェア開発，情

報処理，およびインターネット付随サービスを合わせて， 2009年に斗兆

九 953億円に達している。また，情報サービス産業の中でも情報システム開発

に相当する受注ソフトウェア開発，ソフトウェア・プロダクト，およびその他

のソフト開発の割合は，それぞれ 52.3%，7.8%，および 3.9%であり，情報シ

ステム開発は情報サービス産業の約 64告を占める主要な活動となっている(経

済産業省， 20ユユb)。

また，情報システムの開発は，情報システムを所有し利用する企業(発注企

業)から， ITベンダー・ソフトウェアベンダーと呼ばれる情報システム開発を

専業に行う企業(受託企業)に委託して実施するケースが多い。日本情報システ

*インターネットを利用した取引。インターネット以外の通信手段を含めると 2006年は
231兆円， 2010年は 256兆円。
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ム・ユーザー協会 (JUAS Japan Users Assoc工at工口n of Informat工口n

Systems) (20ユユa)の報告によると， 日本の 77告の情報システムが受託企業に

よって開発されている。よって，受託企業の情報システム開発の成否は，あら

ゆる社会の領域に影響を与える課題と言える。

情報システム開発の成否は，一般的に品質 (Q Qual工ty) ・コスト (C: 

Cost)・スケジュール (0:Del工very)によって判断する。これはプロジェク

ト開始時の QCDの計画値に対して，プロジェクト終了時の QCDの実績値がど

れだけ適合しているかで判断する。つまり，想定よりも情報システムの欠陥が

多いケース，計画よりもプロジェクトのコストが超過したケース，および計画

よりも納期が遅延したケース，などの問題が発生した場合は，計画値に対して

実績値が悪いため失敗プロジェクトと判断する。

情報システム開発の失敗状況であるが，米国の Stand工shGroup，日経 BP，

および JUASの調査報告がある。

Stand工sh Group(2009)によると，米国では 2008年に日告の情報システ

ム開発に失敗または問題があり，その傾向は 2000年から大きな変化がないと

報告されてし、る。一方，日経 BP(2008)によると，日本では 2003年に 73.3告

の情報システム開発が失敗しており， 2008年は 68.9告が失敗していると報告

されてし、る。また， JUAS(20ユユa)によると，金融を除くすべての業界におい

て， QCDそれぞれにおいて 64老以上の割合で何かしらの問題があったと報告さ

れている。以上より，測定地域・測定時期・測定方法によって多少の違いがあ

るが，近年のユ0年間にわたって，情報システム開発の 7目前後が失敗してい

るとされている。

4 



1. 2.本研究の目的

本研究の目的は， 日本の情報システム業界において，開発プロジェクトの失

敗の原因を調査し改善案を提案することで，情報システム開発の失敗を軽減

することである。

前述の通り IT産業において重要な位置を占める情報システム開発では，開

発プロジェクトの失敗が長年に渡って問題となってし、る。また，開発において

受託企業は大きな作業割合を占める重要な位置付けにある。これより，受託企

業の視点で情報システム開発の失敗を論じることは重要であると言える。

本研究では，受託企業における情報システム開発の失敗原因を分析しそれ

らの問題の改善案を提案することで，開発プロジェクトの失敗防止に寄与し

社会に貢献したいと考える。

1. 3.本論文の構成

本章に続く第三章では，情報システム開発の失敗原因と対策に関する先行研

究を整理する。そして，第 3章では，先行研究をもとに，情報システム開発の

失敗原因に対する本研究の仮説を述べる。

第 4章では，研究方法の全体の流れを説明する。研究方法は，アンケートの

作成および分析・提案検討から構成される。

第 5章では，実際に作成したアンケートの内容を説明し，続く第 6章では，

アンケートの回収結果と，それをもとにした統計解析の結果を記述する。

第 7章では，統計解析の結果をもとに，有識者へのインタヒ、ュー結果を交え

ながら本研究の仮説の考察を行う。また，第日章では，考察の内容をもとに，

情報システム開発の失敗防止に向けた提案を記述する。

第 9章では，結言として本研究の成果を整理した上で，今後の課題を記述す

る。
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2.先行研究

2.1.失敗原因

情報システム開発の失敗原因は， Stand工shGroup，日経 BP，および JUAS

が調査したものがある。

Stand工sh Group(ユ995)の報告はユ995年のもので多少古いが，その後も

大きな変化はないと言われており，現在でも通用するものと考えられる

( Talコle三ユ)。

Table三ユ失敗原因 (Stand工sh Grourコ)

Project lmpaired Factors % of Responses 

111ncomplete Requirements 13.1 % 

21 Lack of User lnvolvement 12.4% 

31 Lack of Resources 10.6% 
41Unrealistic Expectations 9.9% 

51 Lack of Executive Support 9.3% 
61Changing Requirements & Specifications 8.7% 

71 Lack of Planning 8.1% 

8lDidn't Need lt Anv Lon箆er 7.5% 

91 Lack of lT Management 6.2% 

10 T echnology IIIiteracy 4.3% 

一方で，日経 BP(2006)の報告は，ユ980年代後半とユ990年代中頃に，同

社で「動かないシステム」として収集した失敗プロジェクトのデータをもとに，

2006年に失敗プロジェクトの原因を整理したものである (Table三一三)。多少

古いデータであるが Standish Groupの報告と同様に現在でも利用可能で

あると考える。
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Table三一三 失敗原因(日経 BP)

1987 -89年の失敗事例(26哲11) 95-96年の失敗事例(21例)
11 (77%)要求分析が不十分 (62%)要求分析が不十分
21 (65%)ベンダー(業者)の支援が不的確 (57%)パッケージ・ソフトの不具合
31 (58%)処理能力の見積もりの不備 (24%)シスTム障害対策が不備(通信系)
41 (35%)ユーザー体制が不備 (24%)ユーザー体制が不備
51 (35%)シスTム品質の検証が不十分 (19%)開発プロジェクト管理が弱い
61 (35%)運用後のユーザー指導い手抜かり (19%)ベンダー(業者)の支援が不的確
71 (23%)業務改善の内容検討が不十分 (14%)アップグレード作業の見積もり相違
81 (23%)マーユアル類の不備 (10%)パッケージの内容理解不足
91(19%)開発プロジェクト管理が弱い (10%)顧客担当者の中途父代

10 ( 8%)開発計画が不十分 (日)ソフトの不具合が誘発した運用ミス
11 ( 4%)顧客担当者の業務知識不足 ( 5%)顧客担当者の業務知識不足
12 ( 4%)運用設計が不十分 ( 5%)ディーラの倒産

また， JUAS (20ユユb)の報告は， 20ユユ年に開発プロジェクトの遅延に着目し

て失敗の原因を調査したものである (Table2-3)。

Talコle2-3 失敗原因 (JUAS)

遅延理由 件数
1要件仕様の決定遅れ 127 

2要求分析作業不十分 97 

3開発規模の増大 88 

4構築チーム能力不足 54 

517'"ス卜計画不十分 45 

6総合ァス卜の不足 27 

7自社内メンバーの選択不適当 23 

81RFP内容不適当 22 

9発注会社選択ミス 22 

10 受入検査不足 15 

11 シスァム化目的不適当 4 

調査地域・調査時期の違いがあるが，いずれの報告も同様の原因を指摘して

おり r要求開発不備J，rフ。ロジェクトマネジメント不備J，および「メンバー

の能力・ 数不足」が情報システム開発の主要な失敗原因と言える。

JUAS(20ユユb)の報告においても，企業が QCDの改善のために工夫しているこ

とが「スケジュール管理の徹底J，rコミュニケーションの強化J，および「要件

定義の充実」と述べている点からも，これらの主要な失敗原因の分類は妥当で

あると考える。
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「要求開発不備」は，プロジェクト初期のユーザーおよびシステム要求を洗

い出す作業において，要求を適切に定義できないことにより，想定通りの品質・

コスト・スケジュールで，要求開発を完了できないケースのことである。

Stand工shGroupの報告では， Incomplete Requ工rementsなどが相当し，

日経 BPでは要求分析が不十分， JUASでは，要求分析作業不十分などが相当す

る。

「フ。ロジェクトマネジメント不備」は，プロジェクト初期におけるプロジェ

クト計画の精度の低さと，プロジェクト実施時におけるプロジェクトの監視・

是正の不足により，想定通りの品質・コスト・スケジュールで開発を実施でき

ないケースのことである。 Stand工sh Group の報告では Lack of 

Plann工ngなどが相当し，日経 BPでは開発プロジェクト管理が弱い， JUASで

は，テスト計画不十分などが相当する。

「メンバーの能力・数不足」は，開発作業において，適切な能力の作業者が

必要数存在しないため，想定通りの品質・スケジュールで開発を実施できない

ケースのことである。 Stand工shGroupの報告では， Lack of Resources 

などが相当し，日経 BPではパッケージの内容理解不足， JUASでは構築チーム

能力不足などが相当する。
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2.2.失敗防止に向けた取組

前述の失敗原因に対して，古くから多くの失敗防止のための研究および対策

が実施されてきた。これらの取り組みは大きく 「能力強化J，Iコミュニケーシ

ョン強化J，および「仕組み整備」の 3つに分類できる。また，これらの取組

みと，失敗原因の関係を整理すると Figuどe2-1の通りである。

失敗原因
要求開発

プロジェクトマネジメン卜

要求開発不備
開発技術

コミュニケーションの改善
プロジェクトマネジメント不備

発注・受注企業聞のコミュニケーション

プロジェクト肉のコミュニケーション

メンバーの能力・数不備

Figure2-1 失敗原因と失敗防止の取組みの関係

2.2.1.能力強化

能力強化は，プロジェク トに参加するメンバーの能力を強化することで，プ

ロジェク トに必要な能力と実際のメンバーの能力のギャップを解消 し，プロジ

ェク トの失敗を防止することを 目指 している。能力強化の取組 として，要求開

発不備の問題を解消する 「要求開発J，プロジェク トマネジメン ト不備の問題を

解消する 「プ口ジェク トマネジメン トJ，およびメンバーの能力 ・数不備の問題

を解消する「開発技術」の強化が含まれる。

(1)要求開発強化

要求開発とは，プロジェクト初期にステークホルダーの要求およびシステム

の要求を適切に抽出する作業である。要求開発の研究は， 要求工学の分野とし
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て取り組まれており，ユ970年代後半から米国で研究が進められてきた。日本

では 2004年に本格的な取り組みが始まった。

要求工学とは，システム構築におけるユーザーの要求を，科学的に定義する

ための方法や考え方の総称である。一般的に要求工学のプロセスは「要求の獲

得J，r要求の定義人「要求の検証J，および「要求の管理」から構成される。第

ユの要求の獲得は，インタビューなどによってユーザーから目的や必要な機能

を引き出すことである。第三の要求の定義は，モデリングによって要求を可視

化したり，要求仕様書を作成したりすることである。統一モデリング言語 (UML:

Un工f工edModel工ngLanguage)に関する研究などはこの分野にあたる。第 3

の要求の検証は，レビューなどによってシステムが要求を正しく反映している

かどうかを確認することである。そして第 4の要求の管理は，システム開発の

過程で要求が変更される場合に上流工程からの一貫性を保ったり，要求定義の

内容を別なシステムで再利用したりすることである(日経 BP，2005a)。

要求工学の考え方をベースにした取組として，日本では，ソフトウェアエン

ジニアリング基礎知識体系 (SWEBOK Software Eng工neer工ng Body Of 

Knowledge)およびビジネスアナリシス知識体系 (BABOK Bus工ness

Analys工s Body of Knowledge)が知られている。

SWEBOK は，米国電気電子技術者協会 (1EEE The 1nstitute of 

Electr工cal and Electron工cs E町工neers，1nc.)および米国計算機学

会 (ACM: Assoc工at工口n for Comput工ngMach工nery)によってまとめられ

た，ソフトウェアエンジニアリング全般に関する知識体系である(松本， 2005)0

SWEBOKの知識体系は，ユロの知識領域に分類され，このうち，要求工学は「ソ

フトウェアの要求」の知識領域に相当する。 SWEBOKの注意点は，ソフトウェ

アエンジニアリングの知識そのものが記載されているのではなく，知識体系の

概要を示すガイドである点である。つまり，具体的な方法論は示されていない

ため，方法論を身に付けるためには，他の書籍を合わせて理解する必要がある。

一方， BABOK は， 2003 年にカナダで設立された 1nternat工口nal

1nst工tute of Bus工ness Analys工己 (IIBA)によって， ビジネスアナリシ

スのベストプラグティスを体系化したものである。 2008年には IIBA日本支部

が設立された。 BABOKは 6の知識領域およびビジネスアナリシスに必要な能
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力を定義したユつの知識領域で構成され，要求工学の範囲にほぼ対応している

(IIBA，2009)。また，資格認定を通して普及に努めてし、る点も特徴である。

(2)プロジェクトマネジメント強化

プロジェクトマネジメントとは，プロジェクトを成功裏に完了させるための

一連の管理作業のことであり，プロジェクト計画・進捗管理などが含まれる。

プロジェクトマネジメントの概念は古く，一説には紀元前のピラミッドの建築

時から存在したと言われている。近代的なプロジェクトマネジメントは，ソ連

に有人ロケットの打ち上げで先を越されたことに危機感を覚えた米国国防省が，

ユ950年代に軍事プロジェクトの作業をスピードアップさせるために，プロセ

スを体系化したことが始まりと言える。ユ 958年には国防省の依頼により，ブ

ーズ・アレン・ハミルトン社が工程計画・管理手法の一つである， PERT 

Program Evaluat工口n and Rev工ewTechn工que を開発した。また，ほぼ

同時期に，デ、ユポン社が同じく工程計画・管理手法であるクリテイカルパス法

(CPM: Cr工t工cal Path Method)を開発している。

近年では，これらの手法をもとに，各国で様々なプロジェクトマネジメント

の知識体系が開発されてし、る。米国ではユ 969年に設立されたプロジェクトマ

ネジメント協会 (PMI Project Management Inst工tute)がプロジェクト

マネジメント知識体系 (PMBOK:Proj ect Management Body of Knowledge) 

を提供しており，実質的に世界標準となってし、る。日本では，ユ 998年に PMI

の日本支部が設立され，国内の普及を推進している。

PMBOKは r統合管理J，rスコーフ。管理J，r時間管理J，rコスト管理J，r品

質管理人「人的資源管理J，rコミュニケーション管理J，rリスク管理J，および

「調達管理」の 9つの知識領域と r立ち上げプロセスJ，r計画プロセスJ，r実

行プロセスJ，r監視プロセスJ，および「終結プロセス」の 4 つのプロセス群

から構成される (PMI，2009a)。また， BABOKと同様に PMIは PMBOKの認定

資格である PMP Project Management Profess工口nalを通して普及に努

めている。 PMPの保有者は， 20ユ口年ユユ月時点で，全世界で 40万人を超え，

日本国内でも約 3万人に達しており (P旧日本支部， 20ユ口)，日本国内における

プロジェクトマネジメントの強化はある程度達成できたという意見もある。
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欧州に目を向けると，イギリス商務局 (OGC Off工ce of Government 

Commerce) が提供する Pr工nce2 Projects IN Controlled 

Env工ronments，2nd vers工口口がイギリス国内のデファクトスタンダードと

なっており，イギリス以外の国々にも広がりつつある。また， PMBOK同様に資

格認定を通して，普及に努めている。

日本では，経済産業省のバックアップを受けて日本発のプロジェクトマネジ

メント標準を確立する試みが進められ，現在， 日本プロジェクトマネジメント

協会 (PMAJ Project Management Assoc工at工口n of Japan)が，プロジ

ェクト・プログラムマネジメント (P2M Project & Program Manager日 nt

For Enterpr工se Innovat工口口)としづ知識体系を提供している。 PMBOK同

様に資格認定を通して，普及に努めている。

(3)開発技術強化

開発技術は，情報システム開発を実施する上で必要となる一連の知識・技術

のことであり， ITに関する一般的な知識から特定技術分野に特化した知識を含

む。これらの開発技術は，資格試験とそれに付随する教育を通して強化するケ

ースが多い。

岩崎 (20ユ口)によると， 日本における資格試験は，公的資格試験，ベンダー

資格試験，およびベンダー中立の資格試験の 3つに分類できるとしている。ま

ず，公的資格試験では，独立行政法人 情報処理推進機構 (IPA

Information-technology Promot工口n Agency， Japan)が提供する情報

処理技術者試験があり，日本の IT業界では最も普及している資格試験である。

情報処理技術者試験はユ 969年に開始され，近年では毎年 50万人以上が試験

に応募している。また，情報処理技術者試験は口種類の試験区分があり，ほ

とんどの試験区分について 5目以上の企業が技術職に習得させたい資格として

推奨している(日経 BP，2009)。

次に，ベンダー資格試験であるが，これは，ベンダー各社が自社の技術を活

用できる技術者を育成するために提供している資格試験である。ベンダー資格

試験の多くは CBT: Computer Based Test工ngで提供されている。日本で

はブロメトリック株式会社およびナショナル・コンビュータ・システムズ・ジ
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ャパン株式会社の三社が CBTを提供しており， 20ユ口年 7月時点で 59社がこ

の三社を通してベンダー資格試験を提供している。一部のベンダー資格を除く

と，企業が技術職に習得させたい資格としての割合は情報処理技術者試験に比

べて低くなってし、る。これは，特定技術分野に特化資格が多く，全ての企業が

必要とする技術ではないためと考えられる。

最後にベンダー中立の資格試験であるが，これは，特定ベンダーの技術では

なく，標準化された技術についてベンダー中立の団体が実施する資格試験であ

る。 20ユ口年 7月時点では， 23団体が前述の三社の CBTを通して資格試験を

提供している。全般的に企業が技術職に習得させたい資格としての割合は情報

処理技術者試験に比べて低くなっている。これは，ベンダー資格試験と同様に，

特定技術分野に特化資格が多く，全ての企業が必要とする技術ではないためと

考えられる。

2.2.2.コミュニケーション改善

コミュニケーションの改善は，プロジェクトに参加するメンバー聞のコミュ

ニケーションを促進することで，認識の随断・情報の欠落を防ぎ，プロジェク

トの失敗を防止することを目指している。コミュニケーションのパターンは，

主に要求開発不備の問題を解消するための「発注企業・受託企業聞のコミュニ

ケーション」およびメンバーの能力・数不備の問題を解消するための「フ。ロジ

ェクト内のコミュニケーション」が存在する。

発注企業・受託企業聞のコミュニケーションの改善は，主に要求開発におけ

るコミュニケーションの問題を解消し，要求開発の成果物の品質を向上するこ

とを目的に実施される。竹田 (2004，p2)は，発注企業と受託企業のコミュニケ

ーションが難しい原因は r第一に，システム構築必要な技術情報とニーズ情報

が，双方に偏在していることがあり，第二に，情報技術は情報の流れを規定す

る側面を持つので，組織のプロセスや構造と相互作用が大きく，あらかじめ予

期できない問題が生じやすいことがある」と述べており，円滑なコミュニケー

ションの実施が重要，かっ実現が困難な作業であることを示唆している。

一方で，プロジェクト内のコミュニケーションの改善は，主に受託企業にお

けるプロジェクトの J全行程わたるコミュニケーションの問題を解消し成果物
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の品質を向上することを目的に実施される。

コミュニケーションの改善に関する研究は，主に「メンバーの役割・責任J， 

「コミュニケーションの量J，および「コミュニケーションの方法」に着目する

パターンに分類できる。小西(小西， 20ユ口)は rメンバーの役割・責任」およ

び「コミュニケーションの量」に着目して，プロジェクトの成否とコミュニケ

ーションの関係を研究しており，エージェントと呼ばれるトラフ守ルの合意点を

見出す役割の存在が，プロジェクトの成否に影響を与えていると述べている。

一方，竹田(竹田， 2004)は rメンバーの役割・責任J，rコミュニケーション

の量J，および「コミュニケーションの方法」に着目して，プロジェクトタイプ

の違いによるコミュニケーションのパターンの違いを論じている。

2.2.3.仕組み整備

仕組み整備は，組織がプロジェクトの作業の枠組み構築することで，プロジ

ェクトの作業全般を間接的にサポートし，プロジェクトの失敗を防止すること

を目指している。仕組み整備の取り組みとして，主に「開発手順の整備」およ

び「社内ナレッジの整備」が存在する。

(1)開発手順の整備

開発手順の整備は，プロジェクト活動の一連の作業であるプロジェクトマネ

ジメントおよびエンジニアリングの手順を組織の標準プロセスとして定め，組

織内のプロジェクトがそのプロセスに準拠して開発を推進するものである。エ

ンジニアリングには，要求開発・設計・実装・テストなどの作業が含まれる。

また，第三者によるプロジェクト成果物の品質のチェックおよびプロセスの順

守状況のチェックも含まれる。

開発手順のモデルとして最も普及しているのは，能力成熟度モデ、ル (CMMI

Capability Matur工tyModel Integrat工口口)である。 CMMIは， ユ980年

代半ばに，米国国防総省の依頼により，カーネギーメロン大学 (CMU:Carneg工e

Mellon Un工vers工ty)ソフトウェアエンジニアリング研究所が開発したこと

が始まりで，現在では，米国および日本を含むアジアを中心に全世界に広まっ

ている。 CMMI は，プロジェクトマネジメント，エンジニアリング，支援，お
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よび組織活動の 4つに分類される， 22個のプロセス領域から構成される

(CMU， 2006) c CMMIの特徴として，組織の能力成熟度をレベルユ 5の 5段階

で診断することにある。レベルが高い組織ほど，上記のプロセス領域を多く実

施しており，開発プロセスが成熟している組織ということになる。

米国以外では，国際標準化機構 (ISO:Internat工口nalOrgan工zat工口nfor 

Standard工zat工口口)と国際電気標準会議 (IEC Internat工口nal

Electrotechn工cal Comm工ss工口口)の合同技術委員会が策定した， ISO/IEC 

ユ5504 が存在する。 SPICE Software Process Improvement and 

Capabil工ty dEterm工nat工口n の愛称で呼ばれることがある。 ISO/IEC

ユ5504は，欧州の企業で比較的良く利用されるケースが多い。また， ISO/IEC 

ユ5504の開発に CMMIの開発者が参加していることもあり， ISO/IEC ユ5504

とCMMIは良く似た構成のモデ、ルとなっている。

(2)社内ナレッジの整備

社内ナレッジの整備は，組織内に存在する様々な知識・成果物を収集・整備

し新たに実施するプロジェクトがそれらを再利用することで，プロジェクト

活動の品質および生産性を向上するものである。

社内ナレッジの整備については，組織のプロセス資産とし寸名称で CMMIお

よび PMBOKでも触れている。社内のナレッジは定量データと定性データに分類

できる。定量データは，過去のプロジェクトの実績値を整理したもので，工数

や費用などの見積りデータ，およびテスト欠陥などの品質データなどから構成

される。一方で，定性データは多岐にわたり，見積り方法などの手順，計画や

設計などの成果物，過去プロジェクトから得た教訓，および社内の人材情報な

どから構成される。
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3.本研究の仮説

第 2章で述べた通り，情報システム開発の失敗は古くからの課題であり，主

な原因は「要求開発不備J，Iプロジェクトマネジメント不備J，および「メンバ

ーの能力・数不足」に分類できる。一方，それらの問題に対し， I能力強化J， 

「コミュニケーション強イ七J，および「仕組み整備」などの研究・対策が実施さ

れてきた。 しかしながら，これら多くの取り組みにもかかわらず，情報システ

ム開発の失敗割合は長年の間 70もとなっている。もちろん，昨今の情報システ

ム開発で指摘されるように，システムの複雑化・大規模化，プロジェクトの期

間短縮要求・コスト削減要求・高品質要求と言った情報システム開発の難易度

の向上を考慮すると，これらの取り組みは一定の効果を出していると考えられ

る。 しかしながら，依然として高い割合であり，さらなる改善が望まれる。

本研究では，情報システム開発の失敗原因を分析する上で， 2つの視点から

仮説を構成 した。

第 1に，I組織文化」 が，プロジェクトの失敗に影響を与えているという視

点である。 これは，I能力強化J，Iコミュニケーション強イ七J，および「仕組み

整備」と言った取り組みにも関わらず，失敗が高い割合で発生し続けているこ

とから，新たな視点である「組織文化Jもプロジェクトの失敗に影響を与えて

いると考えたためである。 佐々木 (2008)も，45の情報システム開発の失敗原

因を分類しその中で，組織風土文化の影響の存在を示唆している。

第 2 に，Iプ口ジェク ト計画の不備」が，プ口ジェク トの失敗に影響を与え

ているという 視点である。前述の通り，情報システム開発の主な失敗原因は「要

求開発不備J，Iプロジェクトマネジメン ト不備J，および「メンバーの能力 ・数

不備」である。これより， Figure3-1の関係が成り立っていると考えた。

プロジェクト計
画不備

メンバーの
能力・数不備

要求開発不備

Figure3-1 プロジェク ト計画の影響

プロジェクト
失敗

この関係は，プロ ジェク ト計画に不備が多いと，適切な能力 ・数のメンバー
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がプロジェクトに割り当てられず，それにより要求開発の不備が多発し，プロ

ジェクトの失敗につながる，というものである。

以上三つの視点より，本研究の仮説は r情報システム開発の成否は，プロ

ジェクト計画時の受託企業の組織文化が影響してし、る」とした。
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4 .研究方法

4.1.研究方法概要

第ユ章および第 3章で述べたように，本研究の目的は，情報システム開発に

おける受託企業の組織文化の影響を調査し情報システム開発の失敗の原因を

特定することである。調査方法として，アンケート調査，インタヒ、ュー調査，

および観察調査があげられる。アンケート調査の場合，冊子や回答用紙など紙

を利用する方法だけでなく，インターネットやコンビューターを利用すること

も考えられる。また，観察調査の場合，業務遂行の状況を中長期間カメラで撮

影することや，現場に入り短期間集中して肉眼で観察する方法もある。

本研究では以下の三点を重視した。第一に，定量的に測定できることである。

組織文化を把握するという観点から，定性的な情報も重要である。しかし情

報システム開発の失敗のメカニズムを特定し，改善提案を立案するために必要

な情報，つまりどの要因が，何に，どれくらい影響を与えているかを適確に把

握するために，定量的な測定が可能な方法を採用したいと考える。

第二に， 日本の情報システム業界全体の情報を収集できることである。本研

究では，特定の企業の問題を分析し改善することが目的ではなく，情報システ

ム業界全体の傾向を特定し，改善することを目的にしているためである。

よって，本研究では，インターネットアンケート代行業者を利用してアンケ

ートを実施することにした。もちろん，ペーパーベースのアンケートを直接企

業に送付することも可能だが， 日本の情報システム業界の受託企業に網羅的に

アンケートを送付することは，現実的に不可能である。一方，インターネット

アンケート代行業者であれば，既に多くのモニター(アンケートに回答するユ

ーザ)を有しているため，網羅的にアンケートを送付することが可能である。

インターネットアンケート代行業者は，多くのモニターを抱えていること，

および回収したデータの電子処理が容易であること，の三点を重視して選定し

た。その結果，約 439万の日本最大のモニター数 (20ユユ年日月時点)を有す

るネットマイル社が提供する，ネットマイルリサーチを利用することにした。
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4.2.インターネットによるアンケート調査の妥当性

インターネットによるアンケート調査は，電子的に調査データの収集を行う

調査方式の一つであり，電子調査票による自記式調査と位置付けられている

(大隅， 2006)。インターネットによる調査は，従来調査における住民基本台帳

を枠母体集団として利用する方法と比較し高年齢層及びインターネットを利

用しない層がカバーできない，都市部・高学歴が多いなどサンフ。ルが偏ってい

るという問題が指摘されてし、る。

しかし近年の研究では，従来の調査モードに対して無条件でデータを比較す

ることは困難であるものの，郵送調査と傾向はほぼ一致しており，インターネ

ットによる調査であることを付記したものであれば学術的データとして利用可

能である，とするものが増えている(村中・中谷， 2009)(小杉・長谷川， 2009)。

さらに，本研究の対象が情報システム開発の受託企業であることから，高年齢

層，およびインターネットを利用しない層の多くはアンケートの対象とならず，

また，都市部・高学歴が多いなどサンフ。ルが偏っているという指摘も大きな問

題にならないと考える。

4.3.アンケート作成時に参照するモデル

アンケートは，組織文化およびプロジェクト計画を深く理解して作成する必

要がある。そのために，既存のモデ、ルを参照することにした。作成に際して参

照するモデ、ルを以下に述べる。

4.3.1.組織文化のモデ、ル

組織文化を構造化して捉える際に頻繁に引用されてし、るのが， Edgar henry 

Sche刊 の組織文化を 3 階層に分類した以下のモデルである

(Sche工n，ユ985)(Sche工n，ユ999)。

.第ユ層:文物や人工物

目に見える組織構造及び手順

.第三層:標袴されている価値観

戦略， 目標，哲学
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.第 3層:背後に潜む基本的仮定

無意識の当たり前の信念，認識，思考および感情

第ユ層の文物や人工物は，組織に入っていった時に最も容易に観察できるも

のである。その組織の中を歩き回りながら目にし耳にし感じることができ

る事柄であるが，それらは表面的に知ることのできる範囲であり，それらを知

るだけでは文化を理解することはできない。第三層の標袴されている価値観

は，組織の内部者と接触することで知ることができる組織が持つ価値観である。

これらは第ユ層の文物や人員の行動パターンが作成・形成されている理由にあ

たる。第 3層の背後に潜む基本的仮定は，共有された暗黙の仮定であり，それ

を理解するためには組織の歴史まで考慮しなければならない。初めは，創業者

やリーダーの頭の中にしかなかった価値観・信念・仮定が，集団として成功や

失敗を経験する中で組織に浸透してし、き，共有され当然視されるようなったも

のが文化の本質である。

組織文化は，その国や地域の風土・気質・伝統・治安など様々な要因に影響

されているため，日本独自の組織文化を考える必要性がある(高野， 2006)。こ

の考えのもとに，既存の研究の安全文化の構成要因を整理し，安全文化の日軸

モデルが提唱された。次に並べる文献および知見を横断的に調査し整理した結

果開発されたのが日gure4ーユのモデ、ルである(原子力安全研究協会， 2006)。

-過去の安全文化研究

・日本で発生した重大災害

.最近の日本の産業界の安全診断結果

・安全優良企業の特質

・国際機関や各国機関の安全文化のガイドライン
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組織風土
組織文化
安全文化

※8軸は隣接する軸同士の関連が深いが、他の軸とも密接に係わっている。

F工gure4-1 安全文化の 8軸

8 軸とは，組織統率 (ガパナンス)・責任関与(コミッ トメント )・相互理解(コ

ミュニケーショ ン)・危険認知(アウェアネス )・学習伝承 (ラーニング)・作業

管理(ワークマネジメント )・資源管理(リソースマネジメント )・動機付け (モ

チベーション)であ り，それぞれの軸は完全に分離できるものではなく， 互い

に重なる部分も大きい。このモデルでは，その重なりが大きい項目がそれぞれ

隣り合った位置になっている。それぞれの軸が表す事柄は次の通 りである。

-組織統率(ガパナンス)

組織内で安全優先の価値観を共有し これを尊重して組織管理を行うこと。

コンブライアンス，安全施策における積極的なリーダーシップの発揮を含

む。

.責任関与(コミ ットメント )

組織の経営 トップ層および管理職者層から一般職員まで，また，規制者，
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協力会社職員までが各々の立場で職務遂行に関わる安全確保に責任を持ち，

自主的かつ積極的に関与すること。

.相互理解(コミュニケーション)

組織内および組織間(規制者，同業他社，協力会社)における上下，左右の

意思疎通，情報共有，および相互理解を促進しこれに基づき内省するこ

と。特にマイナス情報についての共有を行うこと。

・危険認識(アウェアネス)

個々人が各々の職務と職責における潜在的リスクを意識しこれを発見す

る努力を継続することにより，危険感知能力を高め，行動に反映すること 0

.学習伝承(ラーニング)

安全重視を実践する組織として必要な知識(失敗経験の知識化等)，そして，

背景情報を理解し実践する能力を獲得しこれを伝承していくために，自

発的に適切なマネジメントに基づく組織学習を継続すること。また，その

ための教育訓練を含む。

.作業管理(ワークマネジメント)

文書管理，技術管理，作業標準，安全管理，および品質管理など作業を適

切に進めるための実効的な施策が整備され，個々人が自主的に尊重するこ

と。

・資源管理(リソースマネジメント)

安全確保に関する人的，物的，資金的資源、の管理と配分が一過性でなく，

適正なマネジメントに基づき行われていること。

.動機付け(モチベーション)

組織としてふさわしいインセンティブ(やる気)を与えることにより，安全

性向上に向けた取組が促進されるとともに，職場満足度を高めること。

本研究の失敗防止に向けた組織文化を検討する上で，本モデルが参考になる

と考え，参照することにした。

22 



4.3.2.プロジェクト計画のモデル

プロジェクト計画時の作業を検討する上で、モデ、ル・知識体系として考えられ

るのは， CM旧工と PMBOKである。PMBOKはプロジェクトマネジメントのみに特

化しているのに対し， CMM工はプロジェクトマネジメントだけでなく，エンジ

ニアリング，支援，および組織活動をカバーするモデルである。組織活動を含

めたプロジェクト計画の影響を調査することを考慮し，本研究のそデ、ノレとして

CMM工を参照することにした。CMMI のプロセス領域の概要は Figure4-2 と

Table4-1の通りである (CMU，2006)。

また，プロセス領域の内容を考慮し，主に「フ。ロジェクト計画策定J，Iフ。ロ

セスと成果物の品質保証J，I組織プロセス重視J，I組織プ口セス定義J，I組織

トレーニングJ，Iリスク管理J，および「決定分析と解決」のプロセス領域を中

心に参照することにする。

組織的

プロセス管理

レベル2

プロジェクト

管理

レベル1

組織プロセス
定義+IPPD 

( 組織 ) 
トレーニング

プロジェクト
計画策定

プロジェクトの
監視と制御

組織プロセス
実績

統合プ山ク1
管理+IPPD 

(供事官憲 )

担織改革と展開 ド因分析と解イ

検iiE

技術解 (妥当性確認)

(問統合) ト定分析と解イ

プロセスと成果
物の品質保柾

(加分析)

Figure4 -2 CMM工のプロセス領域の構成
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Table4ーユ CMMIのプロセス領域の内容

レベル プロセス領域 プロセス領域概要
2要件管理 プロジェクトの成果物の要件および成果物構成要素の要件を管理し、』

れらの要件と、プロジェクトの計画および作業成果物との聞の不整合を特
定すること

2プロジェクト計画 プロジェクトの活動を定義する計画を確立し維持する』と

策定

21プ視ロとジ制ェ御クトの監 プロジェクト実績が計画から著卜しのく逸進脱捗すにる関場す合るに把適握切手な段是を正提処供置をとる
ことができるように、プロジェク 供すること

2供給者合意管理 供給者からの成果物の調達を管理する』と
2測定と分析 管理層の情報ニーズに応えるために使用される測定能力を開発し維持す

ること
2プロセスと成果物 要員および管理層に対して、プロセスおよび関連する作業成果物の客観
の品質保証 的見通しを提供すること

2構成管理 構成、作の業特成定果、構物の成ー制御、構成状況の記録と報告、および構成監査を行つ
て、 貫性を確立し維持すること

3要件開発 顧客要件、成果物要件、および成果物構成要素の要件を作成し分析す
ること

31技術解 要件に対する解を設計し、開発し、そして実装する』と

3成果物統合 成果物構成要素から成果物を組み立て、統合されたものとして成果物が
適切に機能することを確実なものにし、そしてその成果物を納入すること

3検証 選択された作業成果物が、指定された要件を満たす』とを確実なものに
すること

3妥当性確認 成果物または成果物構成要素が、意図した環境に設置されたときにその
使用意図を充足することを実証すること

31組視織プロセス重 組織の基プロづセいスてお、組よ織びプのロプセロスセ資ス産改の善現を計状画のし強実み施とす弱るみこにと対する綿密な
理解lこ

3組織プロセス定 利用できる組織プロセス資産の集合を確立し維持する』と
義+IPPD (統合 統合チーム群を使用して作業を実施することを可能にする、組織の規則
成果物プロセス および指針を確立すること
開発)

3組織トレーニング 人員にスキルおよび知識を身につけさせる』とによって、人員が役割を効
果的かつ効率的に遂行できるようにすること

3統合プロジェクト 「組織の標準プロセスの集合」からTーフリンク、された、統合され定義され
管理 +IPPD たプロセスに従って、プロジェクトおよび直接の利害関係者の関与を確立

し管理すること

プ成ロしジ遂ェげクるトたにめとっのて統の合共チ有ービムジ群ョをン確を立確す立るすこるとことと、プロジェクトの目標を

3リスク管理 |潜在的な問題が顕在化する目11にその問題を特定する』と
3決定分析と解決 特定された選択肢を確立された基準に照らして評価する正式評価プロセ

スを使用して、可能な決定を分析すること
4組織プロセス実 組織プロセスの実績に対する定量的な理解を確立し維持する』と

績 プロジェクトを定量的に管理するために、プロセス実績のデ一久ベースラ
イン、およびモデルを提供すること

4定量的プロジェク プロジェクトが確立した品質およびプロセス実績の目標を達成するため
卜管理 に、プロジェクトの定義されたプロセスを定量的に管理すること

5組織改革と展開 組よ織びの革プ新ロセ的スなお改よ善び策技を術選の択測し展定開可能か改善策として、漸新的な改善策
お すること

5原因分析と解決 欠陥およびその他のる問こ題とのを原予因防をす特る定たする』と
将来それらが発生す ための処置をとること
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4.4.研究方法の流れ

本研究は Figure4-3に示すように，大きく「アンケート作成」と「調査・

提案検討」の 2つのフェイズにわけで実施する。

アンケート作成フェイズは，本研究の仮説である，プロジェクトの成否，プ

ロジェクト計画の精度，および組織文化の関連を特定するためのアンケートを

作成するフェイズである。作成にあたっては前述の CMM工と安全文化の 8軸を

モデルとして利用する。

調査・提案検討フェイズは，アンケートを実施・回収し，その結果をもとに，

本研究の仮説を確認し，失敗防止のための提案を検討するフェイズである。

以下では，各フェイズに含まれる作業の内容を説明する。

Figure4-3 研究方法の流れ
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4.4.1.アンケート作成フェイズ

(1)アンケート設計

アンケート設計は，作成するアンケートが満たすべき要素を特定する作業で

ある。要素を特定するために，原因分析と関連整理という三段階の作業を実施

する。

最初の原因分析では，プロジェクト計画段階の組織文化に注力して，情報シ

ステム開発の失敗原因の洗出しを行う。また，洗い出し作業のモレを防ぐため

に， CMMIと安全文化の日軸を原因分析のモデルとして参照する。

次の関係整理では，洗い出した原因を， KJ法を用いて共通する要素でまとめ，

さらにそれらの関連性を整理する。この要素の関連性を整理したものが，アン

ケート設計である。

(2)アンケート設計の有識者確認

上記のアンケート設計の妥当性を確認するために，安全文化の日軸モデ、ルの

専門家，および CMMIの専門家である ITベンダーに勤務する三名の SEPG:

Software Eng工neer工ngProcess工ngGroupにアンケート設計のレビュー

を依頼する。レビューの観点は，アンケート設計で特定した要素が，本研究の

仮説を調査する上で十分であることの確認である。なお， SEPG とは，情報シ

ステム開発において，組織の標準的な開発手法を構築しそれをプロジェクト

に普及する役割である。 SEPGは，様々な開発手法・ツールの知識を持ち，多

様な開発プロジェクトの状況を理解しているため，アンケート設計のレビュー

に最適であると考える。

(3)アンケート作成

作成するアンケートは，以下の 3つの部分で構成する0

.属性部分

被調査者のプロフィール(背景)によって，質問に対する反応，答え方が異

なっている場合がある。そこで，質問の答え方に影響する可能性のある被

調査者の客観的な属性を答えてもらう必要がある(吉岡， 2003)。本アンケ
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一トでは，質問の答え方に影響を与える可能性がある属性として，プロジ

ェクトマネージヤ (PM Proj ect Manager)経験年数，会社規模，プロジ

ェクト規模などを用意する。

・質問部分

質問部分は，調査の仮説を検証できるような合理的な構成になっている必

要がある(吉岡， 2003)。そのため，前述のレヒ、ュー済のアンケート設計を

もとに，各要素を網羅的に確認できるように質問部分を作成する。

.自由記述部分

質問部分の補完情報を得るために，プロジェクト計画の精度に関する自由

記述を用意する。

質問部分では，人聞の心理・態度と言った質的データを量的データに変換し

分析するため，リッカート尺度を用いる。質問部分の選択肢は，心理学的に 7

±三個が望ましいと言われている。また，優劣の関係をはっきりさせるために，

「どちらとも言えなし、J，rわからなし、」と言った中立的な選択肢を排除する方

法が有効である(酒井， 200ユ)。よって，質問の選択肢は，以下の 6段階とする。

.6:非常に良く当てはまる

.5:当てはまる

.4:少し当てはまる

.3:あまり当てはまらない

.2:当てはまらない

.ユ:全く当てはまらない

(4)アンケートの有識者確認

アンケートの被調査者が正確に回答できることを確認するために， ITベンダ

ーに勤務する 3名の PMにアンケートのレビューを依頼する。レヒ、ューの観点

は，アンケートの設聞の意味が正しく理解できること，および適した選択肢を

選択できることの三点である。また，被調査者が様々な経験者からなることを

想定し，レビューを実施する聞は， PM経験年数が 5年以下 6年~ユ口年，お

よびユユ年以上の 3名とする。
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4.4.2.調査・提案検討フェイズ

(1)アンケート実施

前述の通り，アンケ)ト はインタ)ネットアンケート代行業者であるネット

マイル社が提供するネットマイルリサーチを利用して実施する。インターネッ

トアンケートの流れは，まず，不ットマイル杜が抱えるモニターの中で，本研

究の被調査者の条件に該当するモニターに対して，ネットマイル社が回答の依

頼を行い，次に依頼を受けたモニターがネットマイノレ社のWebサイトにアクセ

スしてアンケートに回答する。

被調査者の条件は， 受託企業の情報システム開発のプロ ジェクトの状況を詳

細に知っていること，および比較的新しいプロジェクトの情報であること，の

2点を考慮し，以下の 3点とする。

・情報システム開発の受託企業に勤務している

.2006年度以降に完了したプロジェクトの PMを担当した

.上記プロジェク トにおいてプロジェクト計画書を作成した

また，アンケー トの被調査者数だが，今回利用する多変量解析では設問数の

10倍程度の標本数が望ましいと言われている(酒井，2001)。質問部分の設問

数が 50前後となることを想定し，被調査者数を 500人とする。

(2)仮説・モデルの確認

仮説 ・モデルの確認では，まず本研究の仮説である，プロジェクトの成否，

プロジェク ト計画の精度，および組織文化の関係を確認する。次に組織文化の

内部がどのような関係になっているかを確認し，モデルとして整理する。 これ

らの確認、は， 前述のアンケー ト結果を，多変量解析を用いて分析して行う。ま

た，分析には，統計解析ツールである IBM社の SPSS PASW S七atistics

Veどsionユ8，および AMOSVersion18を利用する。

(3)属性毎の確認、

属性の違いによって，プロジェク トの成否，プロジェク ト計画の精度，およ
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び組織文化がどのように異なるかを確認する。分析する属性は，アンケートの

属性部分の設問である以下の 5属性を対象とする。

.PM経験年数

・会社規模

.プロジェクト規模

.プロジェクトタイプ

.パッケージの利用の有無

これらの確認は，前述と同じく，アンケート結果を，多変量解析を用いて分

析して行う。また，分析には，統計解析ツールである IBM社の SPSS PASW 

Sta七日七工cs Vers工口口日， および AMOS Vers工口口ユBを利用する。

(4)提案の検討

前述の仮説・モデルの確認，および属性毎の確認の結果をもとに，情報シス

テム開発の成否の向上に向けた提案を検討する。

(5)有識者の確認、

有識者へのインタヒ、ューを通して，調査・提案検討フェイズの作業結果の妥

当性を確認する。インタビューの内容は主に以下の 3点である。

.仮説・モデ、ルの確認、結果が妥当であるか?また，その理由

・属性毎の確認結果が妥当であるか?また，その理由

.提案の検討結果が妥当であるか?他に改善案はなし、か?

また，作業結果が日本の情報システム開発の多くのケースに当てはまること

を確認するために，インタビュー対象者の条件は以下の 3っとする。

第一に，複数の役割に確認することである。本研究は情報システム開発のプ

ロジェクトを中心とした調査・提案であるため， PMへの確認が重要である。一

方で， PMの視点に偏った意見になることを避けるために，プロジェクト外の役

割も対象とする。

第二に，異なる経験の聞に確認することである。 PM経験年数によって，フ。

29 



ロジェクトの成否およびプロジェクト計画の精度が異なると考えられるためで

ある。また，組織文化の浸透も四経験年数に影響を受けると考えられる。

第三に，異なる状態の企業に所属する PMに確認することである。企業の事

業年数や所属する社員数が異なれば，組織文化の方針や従業員への浸透も異な

ると考えられるためである。

以上より， Table4-2に記した 6名をインタビュー対象とする。

Table4-2 インタビュー対象

名称 役割 プロジェクトマネージャ経験 所属企業(従業員数)
PM A プロジェクトマネージャ 5年以下 A社 (100人以下)
PM B プロジェクトマネージャ 5年以下 B社 (1001人以上)
PM C プロジェクトマネージャ 5年以下 C社 (101 人~1000人)

PM D プロジェクトマネージャ 11年以上 C社 (101 人~1000人)

SM 上位マネージャ C社 (101 人~1000人)

SEPG 組織の仕組みの改善担当 C社 (101 人~1000人)
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5.アンケート作成結果

第 4章で記述した研究方法に従って アンケートを作成した。

5.1.アンケ}ト設計

プロジェクト計画段階の組織文化に注力して 情報システム開発の失敗の原

因を洗い出した。また洗い出し作業のそレを防ぐために， CMM工と安全文化の 8

軸モデ、ルを参照した。この原因分析の結果，洗い出した原因は 205個である。

次に，洗い出した原因を， KJ法を用いて共通する要素でまとめ， さらにそれ

らの関連性を整理し，アンケート設計としてまとめた(Figure5一日。

組織文化

【スキル】
PMスキル
適正な人選

【リソース】
PMリソース
適正なリソース劃り当て

【モチベーション】

|【卜レ-=.，//}】

トレーニングの提供

【組織内のコミュニケーション】

活動内のコミュニケーション
組織横断のコミュニケーンョン

【失敗防立の意韓】

失敗防止意識向上のための取組
失敗防止意識の共有

【作業管理】

作業手順の整備

作業手順の順守

計画の第三者チェック

【組織の資産】

ナレッジの共有

]1人材情報の共有
l失敗事例の共有

Figure5-1 アンケート設計

プロジヱクトの成否

く〉
計画の精度

このアンケー ト設計は，プロジェク トの成否にはプロジェクト計画の精度が

影響を与え，プロジェク ト計画の精度には組織文化に関する 9要素が影響を与

えることを示している。また，洗い出 した原因，およびアンケート設計にモレ

がないことを確認するために，安全文化の s軸モデ、ルの専門家 1名，および

C日目工の専門家である ITベンダーに勤務する 2名の SEPGがレビューした。

.スキノレ

スキルは， プロジェク ト計画に対する PM の能力ギャップに関するものであ
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る。実際の P刊の能力ギャッブだけでなく， PMを管理する上級マネージャ (SM:

Sen工口r Manager)がプロジェクトの難易度と P刊の能力を考慮して PMを任

命しているかを含む。

・リソース

リソースは，プロジェクト計画の作業時聞の過不足に関するものである。実

際の聞の作業時聞の充足だけでなく， SMがプロジェクトの規模・難易度と聞

のリソースの状態を考慮して PMを任命しているかを含む。

.モチベーション

モチベーションは，プロジェクト計画時の P刊のモチベーションの状態に関

するものである。聞のモチベーションの状態と SMが聞を適切に動機づけ

しているか，また組織として聞の成果を適切に評価しているかを対象として

いる。

-作業関与

作業関与は，プロジェクト計画作業に対する組織内の関係者の作業関与に関

するものである。ここでは，営業と SMがプロジェクト計画作業に対して，適

したタイミングで適した関与をしているかを対象としている。

.トレーニング

トレーニングは， PMに必要とされる能力の開発に関するものである。組織が

トレーニングプログラムとして教育しているケースと PMが先輩や上司から実

務を通して学ぶケースを含む。

.組織内のコミュニケーション

組織内のコミュニケーションは， PMと組織内の従業員のコミュニケーション

に関するものである。聞に直接関与する営業や SMだけでなく，異なる部署と

のコミュニケーションの有無を含む。

・失敗防止の意識

失敗防止の意識は，組織全体の失敗防止に対する意識に関するものである。

経営層 SM，営業，および聞が失敗防止をどれだけ意識して，活動に取り組

んでいるかを含む。

.作業管理

作業管理は，プロジェクト計画作業に対する組織的な手順の整備に関するも
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のである。プロジェクト計画時に PMが実施する手順の整備やプロジェクト計

画内容の第三者監査，またそれらの手順を関係者が遵守しているかを含む。

・組織の資産

組織の資産は，組織内に存在する情報の整備とプロジェクトへの提供に関す

るものである。組織の資産には，過去に組織内で実施されたプロジェクトの実

績値や組織内の人材情報などを含む。

5.2.アンケート作成

アンケート設計をもとにアンケートを作成した。アンケートは，以下の 3つ

の部分で構成される。

・属性

.質問

.自由記述

また，質問部分の選択肢は以下の 6段階のリッカート尺度を用いて作成した0

.6:非常に良く当てはまる

.5:当てはまる

.4:少し当てはまる

.3:あまり当てはまらない

.2:当てはまらない

.ユ:全く当てはまらない

最後に，被調査者がアンケートに間違えなく回答できることを確認するため

に， ITベンダーに勤務する 3名の PMがアンケートをチェックした。チェック

を実施した PMは PM経験年数 5年以下 6年~ユロ年， 11年以上の 3名であ

る。

以上より，作成したアンケートの設問数はユ02問である。詳細な設問内容は，

付録のインターネットアンケートフォームに添付した。
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6.アンケート調査結果

第 4章で記述した研究方法に従って，アンケートの実施，およびアンケート

結果の分析を行った。

6.1.アンケート収集結果

ネットマイル社に依頼し，ネットマイルリサーチを利用して最大被調査者人

数 500人のアンケートを実施した。アンケートは 20ユユ/ユ口/20(金)ユ 8:35に

ネットマイル社が被調査者の候補となるモニターにアンケートの回答依頼を行

い， 20ユユ/ユ口/斗(土)ユ口 :52に 500人のアンケートの回収を完了した。

ネットマイル社が回答依頼を行ったモニターは，約九 700人であった。これ

は，ネットマイル社が抱える全モニター約 439万人の中で，属性が「ソフトウ

ェア開発(顧客向け)Jおよび「システム開発・管理(顧客向け)Jに当てはまる

モニターである。これらのモニターの中で，実際にネットマイル社の Webサイ

トにアクセスしたモニターは斗 78ユ人，さらに，本研究の被調査者の条件に合

致し，アンケートを回答したモニターが 500人であった。

6.2.データ概要

6.2.1.正規分布の確認

組織文化，プロジェクト計画の精度，およびプロジェクトの成否の各設問に

対して基本統計量の確認を行い，平均値，標準偏差，歪度，および尖度を算出

した。その結果，天井効果(平均値十標準偏差が選択肢の最大値を上回る)およ

び床効果(平均値 標準偏差が選択肢の最小値を下回る)は確認されなかった。

一方，歪度・尖度に関しては，ユ設聞を除いて+1の範囲に収まっており，正

規分布であると判断した。

+1の範囲に収まらなかったプロジェクトの成否に関する設問「計画したシ

ステム化の範囲(機能)を開発した」に対してヒストグラムを用いてデータの

分布を確認したところ，データに多少の偏りは見られるものの正規分布と同様

の分布傾向であると判断しこのまま分析に用いることとした。
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6.2.1.有効サンプルの抽出

設聞の意図を正しく理解せず回答しているデータ，または正しい選択肢を選

択していないデータを排除し，分析の精度を確かなものとするために，有効デ

ータの抽出を行った。本研究では，以下の 4つの条件でデータを対象外とした。

第一に，回答時聞が極端に短いデータである。ユ設聞の回答時聞を三秒程度

とし，合計 200秒以内に回答したデー夕刊件を対象外とした。

第二に，同じ選択肢を偏って選択しているデータである。質問で日目以上同

じ選択肢を選択しているデータ，または質問 9画面のうち 7画面以上で，画面

内の全ての選択肢で同じものを選択しているデータ 30件を対象外とした。

第三に，論理的に値が一致していないデータである。以下の条件に三つ以上

合致したデータ三件を対象外とした。

.年齢から IT業界の経験年数を引いた値がユ5年以下

.年齢から PM経験年数を引いた値が日年以下

.r共通プロセスJ，r第三者チェック J，r過去プロジェクト情報の共有J，r人

材情報の共有J，rトラブ、ル事例の共有J，r育成プログラムJ，および「先輩

から学ぶ機会」について，それぞれ仕組みの整備が「ユ 全く当てはまら

ない」または「三:当てはまらなし、」にも関わらず，仕組みの役立ちが r5

当てはまる」または r6 非常に良く当てはまる」を選択している

そして，第四に自由回答で明らかに本アンケートの意図を理解していないと

思われるコメントを記述しているデータである。 9件のデータを対象外とした。

以上より，複数条件に該当するデータも含め 56件のデータを対象外とし，

500件のデータのうち 88.日にあたる 444件のデータを利用して分析した。

6.2.2.データのプロフィール

有効データのプロフィールは Table6ーユおよび Table6-2の通りである。

Table6ーユ 有効データのプロフィール(平均値)

星主主
主監

江主星盆墜主主主
プロジェクトマネ-yャ経験年数
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Table6-2 有効データのプロフィール(人数)

属性 人数(人) 割合(%)

29歳以下 13 2.9 
30-39歳 165 37.2 

年齢 40-49歳 212 47.7 
50-59歳 51 11.5 
60歳以上 3 0.7 

性別
|男性 419 94.4 
女性 25 5.6 
5年以下 22 5.0 
6-10年 88 19.8 

[T業界経験年数 11ー15年 89 20.0 
16-20年 105 23.6 
21年以上 140 31.5 
5年以下 218 49.1 

プロジェクトマネージャ経験年数 6-10年 131 29.5 
11年以上 95 21.4 
100人以下 153 34.5 
101-300人 60 13.5 

所属会社人数 301-1000人 79 17.8 
1001-3000人 67 15.1 
3001人以上 85 19.1 
2006年度 19 4.3 
2007年度 26 5.9 

プロジェクト完了年度
2008年度 44 9.9 
2009年度 74 16.7 
2010年度 133 30.0 
2011年度 148 33.3 
3ヶ月未満 40 9.0 
3-6ヶ月未満 138 31.1 

プロジェク卜期間 6-12ヶ月未満 144 32.4 
12ー18ヶ月未満 71 16.0 
18ヶ月以上 51 11.5 
30人月未満 170 38.3 

プロジェクト工数
30ー100人月未満 160 36.0 
100-500人月未満 89 20.0 
500人月以上 25 5.6 
|新規開発 203 45.7 

プロジェクトタイプ
修 49 11.0 

改修 119 26.8 
再開発 73 16.4 

パッケージの有無
なし 349 78.6 
あり 95 21.4 
なし 420 94.6 
|初期 3 0.7 

プロジェクトマネージャの交代 |前半 5 1 .1 
|後半 6 1.4 
最後 10 2.3 

36 



6.3.仮説の確認

6.3.1.目的変数の合成

仮説の確認の事前準備として，複数の設聞からなる目的変数の合成を行った。

(1)目的変数「プロジェクトの成否」の合成

目的変数「フ。ロジェクトの成否」は以下の 4設聞から構成される。

.Qユ6 ユ

計画したシステム化の範囲(機能)を開発した0

.Qユ6 2 

計画したコスト通りに完了した0

.Qユ6 3 : 

計画した納期通りに納品した0

.Qユ6 4 

想定した通りの品質(納品した後の不具合発生状況)だ、った。

まず，これら 4設聞の合成の可否を確認するために信頼性分析を実施した。

信頼性分析は一般的な方法である rα係数」を利用した(小塩， 20ユユ)。その

結果クーロンバックの α~.78ユであり，内的整合性が高いと言われる .80 以上

とほぼ同水準であるため，合成しでも問題ないと判断した。

目的変数「フ。ロジェクトの成否」の合成は，以下の通り平均値を利用して算

出した。

Y2 プロジェクトの成否~ ( Qユ6 ユ+Qユ6 2 + Qユ6 3 + Qユ6 4 ) / 4 

(2)目的変数「プロジェクト計画の精度」の合成

目的変数「フ。ロジェクト計画の精度」は以下の日設聞から構成される。

.Qユ5 ユ
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顧客要求を十分に考慮し，必要なシステム化の範囲(機能)を特定した0

.Qユ5 2 

見積りの根拠(作業内容・必要リソース・技術，など)を十分に検討しコ

ストを算定した。

.Qユ5 3 : 

見積りの根拠(作業内容・必要リソース・技術，など)を十分に検討しス

ケジュールを算定した。

.Qユ5 4 

見積りの根拠(作業内容・必要リソース・技術，など)を十分に検討し品

質目標を設定した。

.Qユ5 5 

重大なリスク・課題を特定し，対策を検討した0

.Qユ5 6 : 

プロジェクトの利害関係者を整理し，役割・責任を明確にした0

.Qユ5 7 

社内外の重要な利害関係者と，計画の内容を合意した0

.Qユ5 8 

必要な内容を記載した契約書にもとづいて，顧客と契約を結んだ。

まず，これら日設聞の合成の可否を確認するために信頼性分析を実施した。

前述と同じく「 α係数」を利用しその結果クーロンバックの α~.9ユ三であり，

合成しでも問題ないと判断した。

目的変数「フ。ロジェクト計画の精度」の合成は，以下の通り平均値を利用し

て算出した。

Yユ:プロジェクトの成否~ ( Qユ5 ユ+ Qユ5 2 + Qユ5 3 + Qユ5 4 

+ Qユ5 5 + Qユ5 6 + Qユ5 7 + Qユ58) /日
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6.3.2.因子分析による説明変数の因子特定

仮説の確認の事前準備として， 63個の組織文化に関する設聞の因子分析を行

い，組織文化の共通因子を特定した。因子分析の方法は，厳密性が高いという

理由で推奨されることの多い最尤法を利用した。また，回転の方法は因子聞の

関係が明確になる斜行回転を採用した(小田， 2007)。斜行回転において，ブロ

マックス法と直接オブリミン法が候補となるが，両方実施したところ，結果に

ほとんど差異がなかったため，ブロマックス法を選択した。

因子分析の結果，まず，一般的な判断基準である固有値がユ以上の因子を候

補として考えた(小田， 2007)。固有値 (Table6-3)および因子得点

(Table6-4)は以下の通り。

Table6-3 因子分析の固有値

因子 固有値 固有値の差 寄与率(%) 累積寄与率(%)

21.289 33.791 33.791 
2 5.495 15.793 8.722 42.514 

3 4.426 1.069 7.026 49.540 
4 2.869 1.557 4.554 54.094 

5 2.356 514 3.739 57.834 
6 2.140 216 3.397 61.231 

7 1.807 333 2.868 64.099 

8 1.588 219 2.521 66.620 

9 1.235 354 1.960 68.580 

10 1.209 026 1.918 70.499 
11 1.099 110 1.744 72.243 
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Table6-4 因子得点

設問
因子

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 
01014営業の関与ー熱心な作業関与 992 
010_12ー営業の関与一適切なアドバイス 988 
010_13ー営業の関与一アド、パイスの役立ち具合 986 
01015営業の関与一十分な知識・経験 950 
010_10ー営業の関与一重要課題の調整 846 
010_16ー営業の関与一十分な関与時間 822 
01011営業の関与;十函の進行状況の理解 775 
0109営業の関与一重要資料の確認 738 
010_4_SMの関与一適切なアドバイス 1.005 
010一三SMの関与一アドバイスの役立ち具合 945 
0106 SMの関与一熱心な作業関与 832 
0107 SMの関与一十分な知識・経験 831 
010_3_SMの関与一計函の進行状況の理解 814 
0102 SMの関与一重要課題の訊整 713 
0101 SMの関与ー重要資料の確認 688 
0108 SMの関与一十分な関与時間 604 
0111 SMとの関係ー十分な情報交換 527 384 
014_5一社内人材情報ー役立ち具合(PJ体制) . 1.099 
014_4一社内人材情報一役立ち具合(相談相手) 1.072 
014_3一社内人材情報ー十分な整備 955 
014_7_失敗・成功事例一役立ち具合 623 
014_2_過去PJ情報一役立ち具合 553 
0149育成プログラムー役立ち具合 515 
014_1一過去PJ情報ー十分な整備 506 
014_6ー失敗・成功事例ー十分な共有 493 
0148育成プログラムー十分な整備 410 
013_ 4_標準プロセス PMの遵守 1.014 
013_5ー標準プロセス SMの遵守 951 
0131標準プロセスー十分な整備 . 807 
0132標準プロセスー役立ち具合 737 
0133標準プロセス十分な教育 699 
013_6_標準プロセスー営業の遵守 667 
0137第三者チェックー十分な整備 664 
0138第三者チェックー役立ち具合 448 309 
01017 SM.営業の関与一役喜11責任の明確さ

012_2ー失敗防止意識ートップマネージメン卜の意思表明 935 
0123失敗防止意識ートップマネージメントの取り組み 873 
0121失敗防止意識ートップマネージメントの重視 789 
012_4ー失敗防止意識 PMの意識 523 
012→丘失敗防止意識 SMの意識 412 
0126失敗防止意識ー営業の意識
012_7ー失敗防止意識ー失敗の少ないPMに対する評価

092 PMの状態ー十分な業務・技術スキル 726 
09_1_PMの状態一十分なプロジェクトマネジメントスキル 645 
093 PMの状態一十分な計函時間 527 
096 SMの関与一PMのリソース確認 472 
095 SMの関与一PMのスキル確認 448 
097 SMの関与 PMの動機づけ 418 
098 SMの関与 PMの評価 350 
094 PMの状態一十分なモチベーション

011_8_営業との関係ーすぐに連絡できる環境 881 
011 6営業との関係一言いたい事が言える関係 854 
011_7ー営業との関係 PMに対する信頼 821 
011_5ー営業との関係ー十分な情報交換 502 514 
01111社内の関係他部署社員を知っている 906 
011_12一社内の関係ー他部署プロジェクトを知っている 842 
011_9一社内の関係ー他部署の人は相談に乗ってくれる

011 3 SMとの関係 PMに対する信頼 781 
011_4_SMとの関係ーすぐに連絡できる環境 707 
011 2 SMとの関係一言いたい事が言える関係 698 
014_10ー先輩PMからの学びー十分な機会 861 

01411ー社先輩PのM関か係らの他学部び暑一役のア立ドちバ具イ合ス 855 
011 10 肉 の役立ち度 437 

※0.3以下の負荷量は省略
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次に，スクリ}プロットを参照し，固有値の変化を確認した (Figure6-1)。

一般的に，傾斜の度合いが大きく変化するところに着目し，傾斜がなだらかに

なる前までの因子を採用するが(小田， 2007)，より多くの因子を用いて組織文

化の構造を確認するために， 11因子全てを利用することとした。

25 

20 

15 

固
有
値

10 

5 
利用する因子の範囲

。
1 3 5 7 9 1113151719212325272931333537394143 45474951535557596163 

因子の番号

Figure6-1 因子分析のスクリ}プロット

11因子の名称は，含まれる設聞の内容 (Table6-4)を考慮して， Table6-5 

の通りの名称とした。
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Table6-5 各因子の名称

因子 ID 名称 含まれる設問の内容
X1 営業の関与 営業がプロジェクト計画作業い熱心い関与し、問題解決い尽力

していることを問う設問。
2 X2 SMの関与 SてMいがるプこロとジをェ問クうト設計問画。作業い熱心い関与し、問題解決い尽力し

3 X3 社内ナレッジの整備 社内の人材情の報精や度過去プにロ効ジ果ェがクあト情る報かをを整問備う設・共問有。し、プロ
ジェクト計画 向上

4 X4 開発手順の整備 開発手順の整備状況と SMやPMの順守状況を問う設問。
5 X5 失敗防止の意識 意トッ識プをマ問ネうー設ジ問メン。ト・ SM.PMを含めた、全社的な失敗防止の

6 X6 適切なPMアサイン SMがプロジェクトるのか難を易問度うと設PM問の。能力・リソースを確認してPM
をアサインしてい

7 X7 営業とPMの伝頼 営業とPMが適切なコミユーケーションを取り、強い伝頼関係で
結ぼれているかを問う設問。

B X8 他部署の情報 PMが他部署の社員やプロジェクトの情報を知っているかを問う
設問。

9 X9 SMとPMの伝頼 SMとPMが、る適か切をな問コうミ設ュ問ニ。ケーションを取り、強いイ伝日頼関係で
ばれてし

10 X10 先輩からの学び 先が輩あるPMかかをら問のう学設ぶ問機。会がプロジェクト計画の精度向上九効果

11 X11 他部署の協力 他を部問署うの設支問援。がプロジェクト計画の精度向上九役立っている
か
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6.3.3.回帰分析による仮説の確認

本研究の仮説は， I情報システム開発の成否は，プロジェクト計画時の受託企

業の組織文化が影響している」である。

まず，プロジェクト計画の精度がフ。ロジェクトの成否に影響を与えているこ

とを確認した。 目的変数を Y2:プロジェクトの成否，説明変数を Yユ:プロジ

ェクト計画の精度とし，回帰分析を実施した (Table6-6)。

Table6-6 回帰分析(目的変数 Y2:プロジェクトの成否)

R -

A
『マF

F
h
d
 

R2乗 |調整済み R2乗 |

32913281  

有意確率 | 
旦Qj

係数B 標準化係数 有意確率

これより ，Y2 :プロジェク トの成否と Yl:プロジェク ト計画の精度は，有

意水準 民未満で有意な相関関係が認められ，相関係数 Rは.574である。また，

Y2 :プロジェク トの成否に対する Yl:計画の精度の決定係数 R2は.329であ

る。この関係を図で示すと日gure6-2の通りである。

Yl : 
計画の精度 ド斗プωJゐ成否l

F工gu工e6-2 プロジェク トの成否と プロジェク ト計画の精度の関係、

また，回帰式は以下の通りである。

Y2 = 2.207 + .570安Yl

次に，組織文化がプロジェク ト計画の精度に影響を与えていることを確認 し

た。 目的変数をむ :プロジェク ト計画の精度，説明変数を因子 Xl-llとし

重回帰分析を実施した (Table6-7)。なお，説明変数全てが 目的変数に影響を

与えるとは限 らないので，重回帰分析の方法は，設定した F値の有意確率をも
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有効な説明変数を自動抽出するステッブワイズ法を利用した。とに，

重回帰分析(目的変数口:プロジェクト計画の精度)ユ

| R2乗 |調整済み R2乗| ー

5871 .3451 .3361 

Talコle6-7

R 

五塾E4289 
標準化係数β 有意確率

切片 000 

X6適切なPMアサイン 193 222 000 

X4開発手順の整備 210 260 000 

X9:SMとPMの信頼 141 167 000 

X8他部署の情報 139 166 000 

X1 営業の関与 -.154 -.192 000 

X7営業とPMの信頼 088 108 036 

の共分r 6. 4 .モデ、ルの作成」かっ後述するここで，標準化係数。が小さく，

散構造分析の結果採用されなかった因子「は:営業の関与」および「幻:営業

除外すること関係を説明する上で重要ではないと判断し，PMの信頼」は，と

説明変数を「日:開発手目的変数を Yユ:プロジェクト計画の精度，とした。

および「日:

SMと聞の信頼」とし，強制投入法による重回帰分析を実施した (Table6-8)。

rX8 他部署の情報J， 「又6:適切な PMアサインJ， 順の整備J， 

重回帰分析(目的変数口:プロジェクト計画の精度)三

謹盤.0001
調整済み R2乗

.316 

R2乗1
 
7

，白
P
O
 

Fhlv 

Talコle6-8

R 
322 

係数B 標準化係数β 有意確率
切片 4.289 000 

X4開発手順の整備 197 244 000 

X6適切なPMアサイン 150 172 001 

X8他部署の情報 145 173 000 

X9:SMとPMの信頼 170 202 000 

「又6:適切な PMアサインJ， 「日:開発手順の整備J， とryユ:計画の精度」

rX8 :他部署の情報J，および「日:SMと聞の信頼」は，有意水準日未満で

.ユ73，.ユ72，.244， 有意な相関関係が認められ，標準化係数。はそれぞれ，
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全体として， Yユ:計画の精度と IX4:開発手順の整備J，IX6:適切な PMア

サインJ，I X8 :他部署の情報J，および IX9: SMと PMの信頼」は，有意水準

l毛未満で有意な相関関係が認められ，重相関係数 Rは.567である。また， Yユ:

計画の精度に対する決定係数 R2は.322である。前述の Figure6-2を含めて，

この関係を図で示すと Figuどe6-3の通りである。

X4: 
開発手順の整備

X6: 
適切なPMアサイン

Yl : Y2: 
計画の精度 プロジェクトの成否

X8: 
他部署の情報 R2:.322 R2: .329 

X9 : 
SMとPMの信頼 ※因子聞の関連は省略

Figure6-3 プロジェク トの成否， プロジェク ト計画の精度，および組織文

化の関係

また，重回帰式は以下の通り である。

Y1 = 4.289 + .197安X4 + .150*X6 + .145安 X8 + .170安 X9
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6.4.モデルの作成

以下の作業を通して，組織文化のモデ、ル化を行った。

6.4.1.目的変数に影響を与える因子の特定

ロ プロジェクトの成否とロ プロジェクト計画の精度に影響を与えてい

る因子を特定するために，以下の三つの重回帰分析を行った。

(1)目的変数「プロジェクトの成否」のケース

目的変数を Y2 プロジェクトの成否，説明変数を Yユ:プロジェクト計画の精

度および因子 Xl-Xlユとしてステッブワイズ法による重回帰分析を実施した

( Talコle6-9)。

Table6-9 重回帰分析(目的変数口:プロジェクトの成否)

R I R2乗 |調整済み R2乗 | 有意確率

593 352 347 000 

係数B 標準化係数β 有意確率

切片 2.461 000 

Y1 計画の精度 511 514 000 

X6適切なPMアサイン 140 162 001 

X11他部署の協力 -.107 -.122 004 

これより Y2 プロジェクト計画の成否に影響を与える因子として ryユ:

プロジェクト計画の精度J，r X6 適切な PMアサインJ，および「又ユユ 他部署

の協力」の 3つを特定した。

(2)目的変数「プロジェクト計画の精度j のケース

次に， 目的変数を Yユ:プロジェクト計画の精度，説明変数を因子 Xl-Xlユ

としたステッブワイズ法による重回帰分析であるが，実施結果は前述の

Table6-7の通りである。

これより， yユ:プロジェクト計画の精度に影響を与える因子として rXl 営

業の関与J，r日:開発手順の整備J，r X6 :適切な PMアサインJ，r幻:営業と

聞の信頼J，r X8 他部署の情報J，および rX9 : SMと聞の信頼」の 6つを
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特定した。

6.4.2.因子聞の相関関係

Y2 :プロジェクト計画の成否， Yl:プロジェクト計画の精度，および因子 Xl

-Xllの相関分析を実施し，因子聞の関係の強さ を確認した (Table6ーユ0)。

Table6-10 各因子聞の相関関係
η ブ口 Y1計画 X1営業 X2 SMの X3ナレッ X4開発 X5失政 X6適切 X7営業止 X8他都 X93Mど X10先輩 X11他都

ジェJ;1ヴ功トの の精度 の関与 関与 ジ整共有惜の 手順惜の整 防止識の意 なPdMンアサ 同Aの信頼 署の情報 PMの信頼
社の員.'EかMら

署の協力

Y2ヌコジェヴ Pearsonの相関係数 574** 059 214梓 100* 271梓 225** 342** 214** 243梓 269梓 102* 007 
トの成功 有意確率{両世D 000 217 日00 036 000 000 000 000 000 000 031 BBB 

Y1計画の糟 Pearsonの相関係数 574- ↑08' 343- 274- 435- 3BO- 442- 293- 328- 409- 243- 101' 
度 有意確率(画壇D 000 023 。。。 。。。 。。。 000 000 000 000 00日 00日 033 

X1営業の開 Pearsonの相関係数 059 1日8' 489- 467- 383- 301- 372- 547- 210- 142- 300輔 318-
与 有意確率(両骨D 217 023 000 000 000 000 000 000 日日日 003 日日日 000 

X2 SMの関与 Pearsonの相関係数 214- 343- 489- 472- 506- 5B6- 560- 221- 173- 574- 402曽 296-

有意確率(両組D 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 

X3ナレッジ共 Pearsonの相関係数 100' 274- 46r  472- 613- 513- 482- 305- 211- 258- 638輔 557-
有の整備 有意確率 {百唖rj) 036 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 

X4開発手順 Pearsonの柑関係数 271幹 435** 383- 506** 613梓 602** 512** 414** 228梓 311梓 557梓 341特

の整備 有意確率 (荷哩rj) 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 

X5失政防止 Pearsonの相関係数 225** 3BO*噂 301幹 586輔 513輔 602輔 412** 323** 298梓 369梓 354梓 219"' 
の意識 有意確率(商倒) 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 

X6適切なPM Pearsonの相関係数 342** 442** 312** 560梓 482梓 512梓 412** 300** 261梓 494梓 386梓 388** 
アサイン 有意確率(両哩rj) 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 000 

X7営業とPM Pearsonの相関係数 214- 293- 547- 221- 305- 414- 323- 300- 375- 318- 195- 076 

の信頼 有意確率(画壇D 000 000 000 。。。 。。。 。。。 000 000 00口 000 000 110 

X8 i白部署の Pearsonの相関係数 243- 32B- 210- 173- 211- 228- 29B- 261- 375- 267- 082 -.054 
情報 有意確率{両世D 000 000 000 日00 000 000 000 000 000 000 084 260 

X93MとPMの Pearsonの相関係数 269- 409- 142- 574- 258- 311- 369- 494- 318- 267- 236- 116' 
信頼 有意確率(両組D 000 000 003 00日 00日 00日 000 000 000 日日日 日日日 015 

X10先輩社員 Pearsonの相関係数 102' 243- 300- 402- 638- 557- 354- 3B6- 195- 082 236- 531-
からの学び 有意確率(商慣日 031 000 000 000 000 000 000 000 000 084 000 。00
X11他部署の Pearsonの相関係数 007 101* 318** 296梓 557梓 341梓 219** 38S** 076 054 ， 16* 531梓

協力 有意確率(両哩D BBB 033 000 000 000 000 000 000 110 260 015 000 

6.4.3.モデル化と確認

モデル化にあたって，まず 16.4.1.目的変数に影響を与える因子の特定J

で確認した関係をパス図として記述した。次に， 16.4.2.因子聞の相関関係」

で確認した相関関係で，有意水準が十分，かつ相関係数の大きい因子の関係を，

パス図に追記した。そして，偏相関分析を実施することでパス図の見直しを行

い，モデルとした (Figu工e6-4)。

作成したモデルは， AMOS による共分散構造分析で確からしさを確認した。

この結果，モデル適合度は， GFI : .981 AGFI:. 952 RMSEA:. 056であ

る。
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Yl : 
計画の精度

R2: .303 R2: .332 

Fユgure6-4 モデル

このモデルより，プロジェクト成否，プロジェクト計画の精度，および組織

文化の関係には，主に 3つのケースが確認できる。

(1)他部署の情報が共有されるケース

組織全体の失敗防止の意識が強し、傾向にあると 他部署の社員やプロジェク

トの情報を獲得する傾向が強まり，それらの情報をもとにプロジェク ト計画の

精度が向上し， 最終的にプロジェクトの成功率が向上するケースG

(2)開発手順の整備が向上するケース

組織全体の失敗防止の意識が強し、傾向にあると，開発手順の整備状況と遵守

意識が向上し，それによりプロジェクト計画の精度が向上し， 最終的にプロジ

ェクトの成功率が向上するケースG

(3)SMとPMの関係が強まるケース

組織全体の失敗防止の意識が強し、傾向にあると， SMのプロジェク ト活動への

関与が強まり，それに伴い SMと PMの信頼が向上すると同時に PMの無理な作

業が減り， その結果プロジェクト計画の精度が向上し，最終的にプロジェクト
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の成功率が向上するケース。また，開発手順の整備が向上することによっても，

この関係が強まる傾向がある。

6.5.属性毎の特徴

属性の違いによるプロジェクトの成否，プロジェクト計画の精度，および組

織文化の傾向の違いを確認した。属性は，アンケートの属性部分の設問である

以下の 5つを確認した。

.PM経験年数

・会社規模

.プロジェクト規模

.パッケージの利用の有無

.プロジェクトタイプ

組織文化として確認する因子は，前述のモデ、ルに含まれる以下の 6因子を対

象とした。

.又三 S刊の関与.日 開発手順の整備・X5:失敗防止の意識

.又6:適切な PMアサイン・m 他部署の情報

.X9: SMと聞の信頼

確認には，似た反応を示すものを探すのに有効なコレスポンデンス分析およ

び多重コレスポンデンス分析を利用して分析した(小塩， 20ユユ)。また，分析に

あたってプロジェクトの成否，プロジェクト計画の精度，および組織文化は，

それぞれ，上位ユ/3を高い，下位ユ/3を低い，中聞のユ/3を普通に変換した。

49 



6.S.l.PM経験年数

PM経験年数を， 5年以下， 6年-10年， 11年以上の 3区分に分けて分析を

実施した。

(1)プロジェクトの成否

PM 経験年数とプロジェクトの成否のコレスポンデンス分析の結果は

Figure6-5および Table6-11の通りである。これは， PM経験年数が長いほ

ど，プロジェクトの成功率が高まる傾向があることを示している。

0.6-1 

0.4 

0.2' 

次
元 日。
M 

.0:2 

.0.4 

.0.6 

~ß ~A ~2 OD 

次元司

0.2 0.4 0.6 

PM経験年数 (3分割〉

þ~分2割)プロジェヲトの成功(3

Figure6-5 PM経験年数(プロジェクトの成否)

Table6-11 PM経験年数(プロジェクトの成否)
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(2)プロジェクト計函の精度

PM経験年数とプロジェクト計画の精度のコレスポンデンス分析の結果は

Figure6-6および Tab1e6-12の通りである。これは. PM経験年数が長いほ

ど，プロジェクト計画の精度が高まる傾向があることを示している。

0.8 

0.6 

0.4 

次
元 日2
.... 

。。

-0:2-

-0.4 
-0.4 

6-10年 n

OV普通

-0.2 。。 0.2 

次元 1

0.4 0.6 0.8 

QpM経験年数 (3分.1'1)
QV1 計国的精度(3分割)

Figure6-6 PM経験年数(プロジェクト計画の精度)

Tab1e 6-12 PM経験年数(プロジェクト計画の精度)

次元 有意確率
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(3)組織文化

PM経験生存数と組織文化の多重コレスポンデンス分析の結果はFigure6-7お

よびTable6-13の通りである。これより， PM経験年数が長いほど，組織文化

の成熟度が高まる傾向があることを示している。
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次
元 0.0
>.) 

-1.0 

次元

2 
総計

平均値

-1.0 -0.5 

普通
O 普通

。。

-5年。
6-10年。

次元 1

低い。

0.5 

{耳也、。
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低い低t・
0 

1正い
口

10 

Figure6-7 PM経験年数(組織文化)

Table6-13 PM経験年数(組織文化)

PM経験年数 (3分割}

X2: SMの倒与(3分1'1)
X4 開発事1闘の整備(3分割)

X5 失敗防止の意i政3分割j

X6 適切なPMアサイン(3分
割)
X8 他部署(/)情報(3分割)

lYx9: SMとPMi1)信績(3分割)

説明された分散

Cronbachのアルファ 合計(固有情) イナーシャ % 
.762 2.884 .412 41.202 
.494 1.736 .248 24.795 

4.620 .660 
.662 2.310 .330 32.999 
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6 .S .2.会社規模

会社規模を，従業員数 100人以下. 101-1000人. 1001人以上の 3区分に

分けて分析を実施した。

(1)プロジェクトの成否

会社規模とプロジェクトの成否のコレスポンデンス分析の結果は

Figure6-8および Table6-14の通りである。これは，会社規模が大きくなる

ほど，プロジェクトの成功率が高まる傾向があることを示している。

0.6 

0.4 

0.2-

次
元 0.0.
同

.0.2-

.0.4 

.0.6 
.0.6 

101-1000人

¥♂ 

.0.4 .0.2 。。
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0.2 0.4 0.6 

Y2 プロジェクトの成功。
分割)

全社規摘 。分割}

Figure6-8 会社規模(プロジェクトの成否)

Table6-14 会社規模(プロジェクトの成否)
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(2)プロジェクト計函の精度

会社規模とプロジェクト計画の精度のコレスポンデンス分析の結果は

Figure6-9および Table6-15の通りである。これは，会社規模が大きくなる

ほど，プロジェクト計画の精度が高まる傾向があることを示している。

0.8 OV1 計画的精度(3分割)

O歯社規縄 (3分割}

0.6 

0.4 

0.2-
次
元
M

0.0. 

-0.2. 

-0.4 

-0.6 
-0.6 -0.4 -0.2 。。 0.2 0.4 0.6 0.8 

次元 t

Figure6-9 会社規模(プロジェクト計画の精度)

Table6-15 会社規模(プロジェクト計画の精度)

次元

.024 

有意確率 イナーシャの容与率

~ 
.003 

1.000 

54 



(3)組織文化

会社規模と組織文化の多重コレスポンデンス分析の結果は Figure6-10お

よび Table6-16の通りである。これは，会社規模が大きくなるほど，組織文

化の成熟度が高まる傾向があることを示している。

1.0 

0.5 

次
元 0.0
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次元
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1001人 ~
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次元 T
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Figure6-10 会社規模(組織文化)

Table6-16 会社規模(組織文化)

X2: SMの関与(3分割)

X4 開発事I~の袋織(3分割)
但5 失敗防止の軍i融(3分割)

X6 : iJi切なPMアザイン(3分
割)
X8 他都事的情報(3分制)

X9: SMとPMの信銀(3分Jll)
全社娩機 (3分割}

説明された分散

Cronbachのアルファ 合計(固有値) イナーシャ 分散の略

.764 2.898 414 41.397 
485 1.712 .245 24.455 

4.610 .659 
.660 2.305 .329 32.926 
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6 .S .3.プロジェクト規穫

プロジェクト規模を.30人月来満.30-100人月来満.100人月以上の 3区

分に分けて分析を実施した。

(1)プロジェクトの成否

プロジェクト規模とプロジェクトの成否のコレスポンデンス分析の結果は

Figure6-11および Tab1e6-17の通りである。有意水準が.667と大きいこ

とから，プロジェクト規模とプロジェクトの成功の関連は確認できなかった。

0.4 

30人月未活。
rJ陀 数

Y2 ブロジェヲトの成功。
分割)

0.2 高い。
1!tt 

5∞人月以1.
0

。。
次
一見
M

100-5∞人月末濁。
.0.2. 

30-100人月末着。

.0.4 

普通。

.0.6 
~0.6 0.4 .0.2 。。 0.2 0.4 

次元 1

Figure6-11 プロジェクト規模(プロジェクトの成否)

Tab1e6-17 プロジェクト規模(プロジェクトの成否)
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(2)プロジェクト計画の精度

プロジェクト規模とプロジェクト許画の精度のコレスポンデンス分析の結果

は Figure6-12および Table6-18の通りである。これは，プロジェクト規模

が大きくなるほど，プロジェクト計画の精度が高まる傾向があることを示して

b、る。

1.5 

1.0. 

次
元 0.5
M 

。。

-0.5 
-0.5 。。 0.5 

2匁元司

高い
口

1.0 

QpJ情報ー工数
OV1 計画の精度(3分割)

1.5 

Figure6-12 プロジェクト規篠(プロジェクト許画の精度)

Table6-18 プロジェクト規模(プロジェクト計画の精度)

次元

2 
合計

有意確率 lイナーシャの寄与率

.905 

.!l.2i 
.0061 1.000 
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(3)組織文化

プロジェクト規模と組織文化の多重コレスポンデンス分析の結果は

Figure6-13および Table6-19の通りである。これは，プロジェクト規模が

大きくなるほど，組織文化の成熟度が高まる傾向があることを示している。
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~9: SMとPMの信鏑(3分割)

Figure6-13 プロジェクト規模(組織文化)

Table6-19 プロジェクト規模(組織文化)

説明された分散
Cronbachのアルファ 合計(固有値) イナーシャ 分散の略

.764 2.899 414 41.415 
489 1.722 .246 24.599 

4.621 .660 
.662 2.310 .330 33.007 
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6.5.4.パッケージの利用有無

パッケージを利用した，または利用しない，の 2区分に分けて分析を実施し

た。

(1)プロジェクトの成否

パッケージの利用有無とプロジェクトの成否のコレスポンデンス分析，およ

びクロス集計の結果は Table6-20および Table6-21の通りである。パッケ

ージの利用なしの方がプロジェクトの成功の割合が高く，有意水準が.00ユで

ある。これは，パッケ)ジを利用していないケースの方がプロジェクトの成功

率が高まる傾向があることを示している。

Table6-20 パッケージ利用の有無(プロジェクトの成否)ユ

次元 | 有意確率 |イナーシャの寄与率'

合計 .001 

Table6-21 パッケージ利用の有無(プロジェク トの成否)2 

合計

PJ情報 業務パッケージの利用 164 349 
の% 47.0% 100.0拍

26 95 
の% 27.4弛 100.0% 

4ロ>.昔ロ日1ι 190 444 

PJ の% 27.3弛 30.0% 42.8弛 100.0% 

(2)プロ ジェクト計画の精度

パッケージの利用有無とプロ ジェク ト計画の精度のコレスポンデンス分析の

結果は Table6-22の通りである。有意水準が.528と大きいことから， パッケ

ージの利用有無と プロジェクト計画の精度の関連は確認、できなかった。

Table6-22 パッケージ利用の有無(プロジェクト計画の精度)

次元 | 有意確率 |イナーシャの寄与率.

1.000 

合計 .528 1.000 
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(3)組織文化

パッケージの利用有無と組織文化の多重コレスポンデンス分析の結果は

Figure6-14および Table6-23の通りである。図からは，パッケージの利用

有無と組織文化の関連は確認できなかった。
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Figure6-14 パッケージ利用の有無(組織文化)

Table6-23 パッケージ利用の有無(組織文化)

説明された分散
次元 Cronbachのアルファ 合計(固有情) イナーシャ % 

.759 2.862 .409 4-0.892 
2 .482 1.705 .24-4- 24-.361 
総計 4-.568 .653 
平均値 .656 2.284- .326 32.626 
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6 .S . S .プロジェクトタイプ

4つのプロジェクトタイプ，新規開発・小規模改修・改修・再開発に分けて

分析を実施した。

(1)プロジェクトの成否

プロジェクトタイプとプロジェクトの成否のコレスポンデンス分析の結果は

Figure6-15および Table6-24の通りである。有意水準が.768と大きいこ

とから，プロジェクトタイプとプロジェクトの成功の関連は確認できなかった。
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Figure6-15 プロジェクトタイプ(プロジェクトの成否)

Table6-24 プロジェクトタイプ(プロジェクトの成否)

61 



(2)プロジェクト計函の精度

プロジェクトタイプとプロジェクト計画の精度のコレスポンデンス分析の結

果は Figure6-16および Table6-25の通りである。有意水準が .354と大き

いことから，プロジェクトタイプとプロジェクト計画の精度の関連は確認でき

なかった。

0.8 BPJ帆 プロジ日けイプ
V1 : it面白精度(3分割)

0.6 

.0.6.......， 
.0.6 -0.4 -0.2 。。 0.2 0.4 0.6 0.8 

次元 f

Figure6-16 プロジェクトタイプ(プロジェクト計画の精度)

Table6-25 プロジェクトタイプ(プロジェクト計画の精度)

次元 有意確率 イナーシャの容与率

~ 
_152 

1.000 

4
2一樹一
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(3)組織文化

プロジェクトタイプと組織文化の多重コレスポンデンス分析の結果は

Figure6-17および Table6-26の通りである。図からは，プロジェクトタイ

プと組織文化の関連は確認できなかった。
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Figure6-17 プロジェクトタイプ(組織文化)

Table6-26 プロジェクトタイプ(組織文化)

説明された分散
次元 Cronbachのアルファ 合計(固有値) イナーシャ 分散の略

.764 2.895 414 41.363 
2 487 1.716 .245 24.508 

|総平計均値
4.611 .659 

.661 2.305 .329 32.935 
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7.考察

7.1.収集データの考察

本研究のアンケートを通して取集したデータが，既存の調査データと比較し

てどの位置付けにあるかを考察した。考察の視点は， PMのプロフィールおよび

プロジェクトのブロフィーノレの三点である。

この結果，本研究のデータは景気動向などの影響で他の調査データと多少の

違いが存在するが，他の調査データとほぼ同じ傾向のデータであることを確認

した。

7.1.1. PMのプロフィールの比較

PMのプロフィールの中で PMの平均年齢を比較した。本研究のデータは，

第 6章に示したデータ概要より聞の平均年齢は 41.ユ歳である。一方，情報

処理推進機構 (20ユユ)が実施している情報処理技術者試験のプロジェクトマネ

ージャ試験は，受験者の平均年齢が 38.7歳である。また，日経 BP(2005b)

が実施した ITスキルレベルの調査によると，聞の平均年齢は 37-39歳前後

としづ報告がある。以上より，本研究と他機関の調査データでは，聞の平均年

齢は同等であることを確認した。

7.1. 2.プロジェクトのプロフィールの比較

プロジェクトのプロフィールの中で，プロジェクト規模およびプロジェクト

成否の割合をもとに，本研究の調査データと日経 BP の調査データ(日経

BP，2008)と比較した。

まず，プロジェクト規模であるが，本研究は工数(人月)ベースでデータを収

集しており， 日経 BPは金額(日本円)ベースでデータを収集・公開している。

一般的な工数単価と考えられるユ人月あたりユ 00万円を基準に日経 BP社のデ

ータを工数(人月)に変換し比較した (F工gure7ーユ)。また，カイ二乗検定で

両データの関連を確認したところ，有意水準日未満で差異があることを確認し

た。
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Figure7-1 プロジェクト規模の比較

次に，プロジェク ト成否の割合の比較にあたって，本研究のデータを成功と

失敗に分類した。本研究のアンケートの回答で，プロジェク トの成否に関連す

る以下の 4つの質問の回答のうち， 一つでも 14 :少 し当てはまるJ，13:あまり

当てはまらなしリ，「2:当てはまらなしリ，または 「ユ:全く当てはまらなしリに

該当するものを失敗に分類し， 4つの質問の回答すべてが，「6:非常に良く当て

はまる 」 または 15:当てはまる 」 に該当するものを成功に分類した

(Figure7-2)。また，カイ 二乗検定で両デ)タの関連を確認したところ，有

意水準 .062であり ，差異の可能性がある ことを確認した。

Q16 1 :計画したシステム化の範囲(機能)を開発した。

Q16 2 :計画したコス ト通り に完了した。

Q16 3 :計画した納期通り に納品した。

Q16 4 :想定した通りの品質(納品した後の不具合発生状況)だ、った。
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Figure7-2 プロジェクト成否の比較

これらの結果より， 日経 BPのデータに比べて本研究のデータの方が，プロ

ジェクト規模が小さく，プロジェクトの成功率が高い傾向があることがわかる。

この原因は，日経 BPが 2007年度のデータが主であるのに対し，本研究は 2011

年度のデータが主であること が起因していると考えられる。 2008年に米国で

発生したリーマンショックを発端に世界的な リセッシヲンが発生し，日本の産

業界も大きな影響を受けた。 日本の情報システム業界も例外ではなく，

JUAS(20ユ1a)によると，工T投資額は 2007年度から減少の一途をたどり ，回

復にはしばらく時間を要するとしづ報告がある。その結果，201ユ年度のデー

タを主とした本研究では，全体的に情報システム開発プロジェク ト規模が縮小

したと考え られる。また， IT投資の縮小に伴い， 受託企業が比較的余裕をもっ

て開発を進めることができる ようになり，結果として成功率が上昇したと想定

される。
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7.2.仮説の考察

第 6章に示したアンケート調査結果と有識者 6人へのインタヒ、ュー結果をも

とに，本研究の仮説の考察を行った。

本研究の仮説は，プロジェクトの成否には，プロジェクト計画の精度が影響

を与え，さらにプロジェクト計画の精度には，組織文化が影響を与えている，

である。

まず，第 6章のアンケート調査結果から，プロジェクトの成否とプロジェク

ト計画の精度には相関係数 .574 という強し、相関関係があり，さらにプロジェ

クト計画の精度と組織文化には重相関係数 .567 という強し、相関関係があるこ

とがわかった。これは，定量的に本仮説が正しいことを示唆している。

次に，有識者へのインタヒ、ュー結果から確認する。プロジェクトの成否とプ

ロジェクト計画の精度に関しては，有識者全員がプロジェクト計画の精度が高

いほどプロジェクトの成功率が高まるという意見であった。もちろん，プロジ

ェクトマネージャの能力，プロジェクト実行時のプロジェクト管理，および要

求開発の精度といった要因もプロジェクトの成否に大きな影響があり，さらに

プロジェクトの事情により，プロジェクト計画が形骸化しプロジェクトの成否

に影響しないケースも存在する。しかし，多くのプロジェクトにとって，プロ

ジェクト計画の精度がプロジェクトの成否の重要な要素の一つであることは間

違いないと考えられる。

また，プロジェクト計画の精度と組織文化に関しては，ほぼ全員の有識者が

失敗防止に関する組織文化が成熟しているほど，プロジェクト計画の精度が高

まるという意見であった。組織文化は p刊の作業のみならず，プロジェクトを

サポートする立場にある SMや第三者チェック担当者の作業に大きな影響を与

える。プロジェクト関係者全員の作業の質が高まることで，プロジェクト計画

の精度が改善されると考えられる。

以上のアンケート調査による定量的確認とインタビューによる定性的確認よ

り，本研究の仮説である，組織文化がプロジェクト計画の精度に影響を与え，

プロジェクト計画の精度がプロジェクトの成否に影響を与えている，という関

係は成り立っと言える。
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7.3.モデルの考察

第 6章に示したアンケート調査結果と有識者 6人へのインタビュー結果をも

とに，本研究のモデ、ルの考察を行った。

モデ、ルの考察で、は，組織文化の内部がどのような構造になっているかを考察

した。まず，第 6章に示したモデルより， I他部署の情報が共有されるケースJ，

「開発手順の整備が向上するケースJ，および IBMと PMの関係、が強まるケー

ス」の 3つの流れあることが分かつた。このモデルは，共分散構造分析の結果，

GFI : .981 AGF工: .952 RM8EA:. 056 と，十分なモデ、/レ適合度を示し，

定量的に本モデ、ルが正しいことを示唆している。次にインタビュー結果を交え

て各ケースの考察を行う。

7.3.1.他部署の情報が共有されるケース

組織全体の失敗防止の意識が強し、傾向にあると，他部署の社員やプロジェク

トの情報を獲得する傾向が強まり，それらの情報をもとにプロジェクト計画の

精度が 向上し， 最終的にプロジェク トの成功率が向上するケースである

(Figure7-3)。

Figure7-3 他部署の情報が共有されるケース
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有識者にインタビューで確認、したところ，ほぼ全員がこの傾向があるとの意

見であった。特に，新規顧客の場合および新規技術を利用する場合，など PM

にとって不明点の多いプロジェクトでは，他部署から有益な情報を獲得しよう

とする傾向が強い。情報獲得には， PM個人のネットワークだけでなく， SM の

情報網，さらには社内の情報共有システムなどを利用して，プロジェクトの参

考になる情報を獲得し，プロジェクト計画の精度向上に努めていると述べてい

た。

7.3.2.開発手順の整備が向上するケ}ス

組織全体の失敗防止の意識が強し、傾向にあると，開発手順の整備状況と遵守

意識が向上し，それによりプロジェクト計画の精度が向上し，最終的にプロジ

ェクトの成功率が向上するケースである (Figure7-4)。

Figure7-4 開発手順の整備が向上するケース

有識者にインタビューで確認したと ころ ほぽ全員がこの傾向があるとの意

見であった。なお， 開発手順の整備が向上するパターンは 2つあり ，ユ つが ト

ップダウンアプローチで，もう ユつがボ トムアップアプローチで向上するパタ

ーンである。
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前者は，経営層の指示のもと組織共通の開発手順を整備し開発現場に適用

するアブローチである。このアブローチは，経営層から整備の資源が提供され

るため，活動の推進速度が速く，継続性が強いメリットがある。一方で開発現

場に活動の意義が理解されず，形骸化するリスクがあるのが特徴である。

後者は，開発手順の整備の必要性を感じたプロジェクト，もしくは複数プロ

ジェクトを束ねるク、ルーフ。が主体となって，限られた範囲で利用可能な開発手

順を整備していくアブローチである。このアブローチは，開発プロジェクトに

フィットしやすいため，形骸化しにくいメリットがある。一方で整備のための

資源が限られており，推進速度が遅くしばしば中断するリスクがあるのが特徴

である。また，プロジェクトまたはグループ。毎に異なる開発手順となるため，

その開発手順を知らない第三者がプロジェクト活動をチェックできない点も問

題である。

7.3.3.SMとPMの関係、が強まるケース

組織全体の失敗防止の意識が強し、傾向にあると， SMのプロジェクト活動への

関与が強まり，それに伴い SMとP刊の信頼が向上すると同時に P刊の無理な作

業が減り，その結果プロジェクト計画の精度が向上し，最終的にプロジェクト

の成功率が向上するケースである (F工gure7-5)。また，開発手順の整備が向

上することによっても，この関係が強まる傾向がある。
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F工gu工e7-5 SMと P刊の関係が強まるケース

有識者にインタピユ)で確認したところ，ほぼ全員がこの傾向があるとの意

見であった。プロジェクトは， PMが全ての責任を負い，あ らゆる問題を解消し

ていくと恩われがちだが，実際は，プロジェク トリソースの獲得やプロジェク

トコス トの決定など， PMの権限では処理できない重要課題を SMが対処する。

そのため， SMと PMの良好な関係は，プロジェク ト計画の精度およびプロジェ

クトの成否に影響を与えると考えられる。特に，プロジェクト計画段階はプロ

ジェクト実行段階に比べて， SMが対処する課題が多く，SM と PMの関係が重

要な時期と言える。
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7.4.属性毎の特徴の考察

本研究の調査データと有識者 6人へのインタヒ、ュー結果をもとに，属性の違

いによるプロジェクトの成否，プロジェクト計画の精度，および組織文化の傾

向の違いの考察を行った。考察は，アンケートの属性部分の設問である以下の

5属性に対して実施した。

.PM経験年数

・会社規模

.プロジェクト規模

.パッケージの利用の有無

.プロジェクトタイプ

組織文化として確認する因子は，第 6章のモデルの作成で特定した以下の 6

因子を対象とした。

.又2 S刊の関与

.日:開発手順の整備・m 失敗防止の意識

.又6:適切な PMアサイン・m 他部署の情報

.X9: SMと聞の信頼

7.4.l.PM経験年数

第 6章に示したアンケート調査結果より，定量的に， PM経験年数の増加に比

例して，プロジェクトの成否，プロジェクト計画の精度，および組織文化の成

熟度が向上する傾向があることを示唆してし、る。

有識者にインタヒ、ューで確認したところ，ほぼ全員がこの傾向があるとの意

見であった。四経験年数が増えるとプロジェクトの成功・失敗体験が多くなり，

失敗防止の意識が上がると考えられる。また，経験の長さに比例し，他部署の

情報獲得のためのコネクション，および SMとの適切な関係を築く意識が増え

る傾向にある。その結果，プロジェクト計画の精度が向上し，プロジェクトの

成功割合が向上すると考えられる。

72 



一方で， PM経験年数が増えると，担当するプロジェクトの難易度が向上する

ため，組織文化やプロジェクト計画の精度が向上しても，プロジェクトの成功

割合が下がるケースもあるのではないかという意見もある。しかしながら， PM 

経験年数とプロジェクトの難易度を表す指標のーっと考えて良いプロジェクト

の規模のコレスポンデンス分析を実施したところ，有意水準が .105 と十分で

はなく，明確な関連は見られなかった (Figure7-6)(Table7-1)。

1.5 
IOPJ情報ー工数
OPM経験揮数 (3分割〉

1.0. 

次
フi; 0.5-
恥忌

0.0-

11年-
0 

30-100人月未瀦
O 

-5年
o 30人月未満。

0 
100-500人月未満

6-10集。 500人月以上。

.0.5 
.0.5 。。 0.5 

次元 1

1.0 1.5 

Figure7-6 PM経験年数とプロジェクト規模の関係

Table7-1 PM経験年数とプロジェクト規模の関係

L
E出

皐亙 五皐草丞 lイナーシャの容与率1
1.9951  
1.0051  

1051 1.0001 

よって， PM経験年数の増加に比例して，担当するプロジェクトの難易度が向

上するため，プロジェクトの成功割合が下がるケースも存在するかもしれない
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が，全体の傾向としては四経験年数の増加に比例して，プロジェクトの成否，

プロジェクト計画の精度，および組織文化の成熟度が向上すると考えられる。

7.4.2.会社規模

第 6章に示したアンケート調査結果より，定量的に，会社の従業員数の増加

に比例して，プロジェクトの成否，プロジェクト計画の精度，および組織文化

の成熟度が向上する傾向があることを示唆している。

有識者にインタヒ、ューで確認したところ，ほぼ全員がこの傾向があるとの意

見であった。この原因として，会社規模の違いによる開発プロジェクトの規模・

重要度の違い，および投資余力の違いの三つが原因として考えられる。

まず前者であるが，一般的に企業の規模が大きくなると，発注企業である顧

客企業の規模も大きくなる傾向がある。大企業が発注する情報システムは，大

規模であることが多く，かつ品質不備による社会的影響も大きいため，必然的

に受託企業の組織文化の成熟度も向上する傾向があると考えられる。実際に，

プロジェクト規模と会社規模のコレスポンデンス分析を実施したところ，有意

水準日未満で有意な対応関係があることがわかった

(日gure7-7)(Table7-2)。この仮説は成り立つ可能性があると考えられる。
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Table7-2 会社規模とプロジェクト規模の関係

次元

次に後者であるが，一般的に企業の規模が大きくなると，継続して発注する

顧客が多くなり，収益が安定した状態にある傾向がある。そのため，直接収益

に貢献しない間接作業である，開発手順の整備，および SMの関与へ資源を集

中する余力が出てくると考えられる。

一方で，企業規模が大きくなると，難易度の高いプロジェクトが増加するた

め，組織文化の成熟度が向上しても，プロジェクトの成功割合が下がるケース

もあるのではないかという意見もある。実際，前述の通り会社規模とプロジェ

クト規模の関連が確認できた。しかしながら，全体的な傾向として，プロジェ

クト難易度の向上によるプロジェクト失敗割合の向上よりも，会社規模の大き
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さによる組織文化の成熟度およびプロジェクト計画の精度の向上の方が，プロ

ジェクトの成否に影響が大きいと考えられる。

7.4.3.プロジェクト規模

第 6章に示したアンケート調査結果より，定量的に， プロ ジェクト規模の増

加に比例して，プロジェクト計画の精度，および組織文化の成熟度が向上する

傾向がある一方で，プロジェクトの成否には特に傾向が見られないことを示唆

しv ぐし、る。

有識者にインタピユ)で確認したところ，ほぼ全員がこの傾向があるとの意

見であった。 この原因として，プロジェクト規模の増加に伴うプロジェクト難

易度の上昇および社会への影響の増加が関連していると考えられる。プロジェ

クト規模が増加すると， PMがマネジメントするプロジェクトのメンバーの数，

顧客の数，およびシステムの複雑さが増加し，結果としてプロジェクトの難易

度が増加する傾向がある。また，プロジェク ト規模が大きいと， 社会的に重要

な位置付けのシステムである傾向がある。難易度および重要度が高くなるに従

い，組織文化の成熟度，およびプロジェクト計画の精度も向上すると考えられ

る。

一方で，プロジェク トの成否に関しては，プロジェクト規模の増加に伴うプ

ロジェクト計画の精度向上とプロジェク ト難易度の向上が相殺するため，明確

な傾向が見 られない と考え られる。つまり ，組織文化の成熟度の向上を通した

プロジェク ト計画精度の向上のおかげで，プロジェク ト規模が増大した場合で

もプロジェクトの失敗率が顕著に上昇しないと言える。

なお，プロジェクト規模 500人月以上のデータ(サンプル数 25)のみを対象

に，プロジェク トの成否およびプロジェ クト計画の精度の関係を調べると，有

意水準 日未満で有意な相関関係、が認、められ，相関係数 .622とい う強い相関関

係が見られた (Table7-3)。 これより ，プロジェク トの規模が大きい場合であ

っても，組織文化の向上を通したプロジェク ト計画精度の向上を促進すること

で，プロジェクトの成功率を上げられると考えられる。
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Table7-3 プロジェクトの成否とプロジェクト計画の精度の関係 (500人月

以上のプロジェクト)

Y2:プロジェクト但盛主主 Y1 :計画の精唐
Y2:プロジェクトの成功 Pearsonの相関係数 .622柿

有意確率(両側) .001 

Y1 :計画の精度 Pearsonの相関係数 .622柿

有意確率(両側) .001 

7.4.4.パッケージの利用有無

第 6章に示したアンケート調査結果より，定量的に，パッケージの利用有無

によって，プロジェクト計画の精度，および組織文化の成熟度には特に傾向が

見られなかった一方で プ口ジェク トの成否に関しては パッケージを利用す

る方がプロジェクトの成功率が低い傾向があることを示唆している。

有識者にインタビューで確認したところ， ほぽ全員がこの傾向の有無は不明

であるとのことだ、った。 この意見からも推測できるように，一般的にパッケー

ジ利用の有無はプロジェク トの成否に関連するものではないと思われており ，

そのため，組織文化およびプロジェク ト計画の精度に明確な傾向が見られない

と考えられる。 しかしながら，アンケー ト調査結果より， 実際はパッケージを

利用する方がプロジェクトの難易度が高く，プロジェクトの成功率が低い状況

が発生すると推測できる。

この原因と して，情報システムを発注する日本企業の要求仕様の独自性が関

係していると考えられる。田中 (2003)の調査によると ，米国のパッケージ利

用率は 7害11前後であるのに対し，日本はユ割前後である。この理由は，米国の

企業が，情報システム開発に対して導入コストと導入スピードを要求する傾向

が強いのに対し，日本の企業は，企業独自のノワハウの強みを生かせるように

情報システムを開発する傾向が強いためである(田中， 2010)。つまり ，日本企

業は企業独自の要求が多い傾向にあると考えると，基本的にパッケージ仕様に

要求を合わせる意識が弱 く，多数のパッケージカスタマイズを行い，想定外の

問題が多発すると想定される。その結果，プロジェク トの成功率が低くなって

いると考えられる。
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7.4.5.プロジェクトタイプ

第 6章に示したアンケート調査結果より，定量的に，プロジェクトタイプの

違いによって，プロジェクトの成否，プロジェクト計画の精度，および組織文

化の成熟度に傾向が見られないことを示唆している。

有識者にインタビューで確認したところ，ほぼ全員が，傾向が見られないこ

とに対して同意見であった。改修や再開発と比較すると，新規開発の方がプロ

ジェクトの成否が低く，プロジェクト計画の精度，および組織文化の成熟度が

高い傾向にあると思われがちだが，実際は改修や再開発であっても難易度の高

いプロジェクトがある一方，新規開発であっても難易度の低いプロジェクトが

ある。そのため，明確な違いが現れなかったと考えられる。

78 



8.失敗防止に向けた提案

第 7章に示した考察をもとに，情報システム開発の失敗改善に向けた提案を

検討した。検討にあたって，まず，失敗防止に向けた組織文化の改善に関与す

るステークホルダーを整理した。次に，第 6章で作成したモデルをもとに組織

文化が悪循環に陥っている原因を整理した。そして，その原因の改善に効果が

あると思われる対策をステークホルダー毎に列挙した。最後に，この結果をも

とに有識者 6人へのインタヒ、ューを通して対策の有効性を確認した。

8.1.ステークホルダーの整理

PMBOKを発行する PMIは，複数のプロジェクトを実施する組織の成熟度モデ

ルである，組織的プロジェクトマネジメント成熟度モデル (OPM3

Organ工zat工口nal Project Management Matur工tyModel)を提供してい

る。 OPM3では，組織内の役割を PM，複数 P刊を管理するプログラムマネージ

ヤ (PGM Program Manager)，および複数回目を含む事業の戦略を検討する

ポートフォリオマネージヤ (PFM: Portfol工口日anager)の 3階層に分類して

いる (PMI，2009b)。本研究はプロジェクト活動を主とした組織を対象として

いることから， OPM3 の役割の定義が参考になると考えた。よって，ステーク

ホルダーとして PM，SM (PGMに相当)，および経営層 (PFMに相当)を定義した。

一方， CMMI では，組織の仕組み改善には，プロセスを作成する役割，プロ

セスの適用状況を確認する役割，およびトレーニングを実施する役割が必要で

あると述べている (CMMI，2006)。よって，これらを実施するステークホルダ

ーとして改善担当を定義した。

ステークホルダー聞の関係を整理するために， CVCA(Customer Value 

Cha工n Analys工己)を利用した。 CVCAは，活動の目標である製品や，実現す

るサービスに対する真の顧客を特定するためのステークホルダー聞の関係の表

現方法である(石井・飯野， 2008)0CVCAを用いて整理した結果は巳gure8ーユ

である。
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$失敗防止効果

Figure8-1 組織文化の改善に関与するステークホルダー

経営層は，組織の方針を決定する役割を担う 。事業環境および組織の失敗状

況を考慮して失敗防止の組織方針を決定し，決定した方針を組織全体に周知す

る。また，必要に応じて改善担当に人材 ・資金などの資源を提供する。

SMは，複数の PMの作業を管理する役割を担う。経営層が提示した失敗防止

の組織方針を受けて，PMにその内容を適切に伝える。また，P刊の作業状況を

管理し，必要に応じてプロジェク トの失敗防止のために PMのサポー トを行う 。

PMは，担当するプロジェクトを遂行する役割を担う 。プロジェクトの失敗防

止を考慮してプロジェクト全体を管理するとともに，SMとプロジェクトの状況

を共有し，必要に応 じて SM に支援を依頼する。また，プロジェク トの失敗低

減を通して，プロジェク トのコスト超過および顧客信頼低下による機会損失を

防止 し，組織に利益を還元する。

改善担当は， SMおよび PMの失敗防止のための仕組みを作る役割を担う。経

営層から受けた資源をもとに，失敗防止のための作業手順や教育プ口グラムな

どを整備し，SMおよび PMに提供する。また，仕組みの利用状況および効果の

確認を行う。
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8.2.組織文化が低い状態の原因

第 6章で作成したモデルをもとに，組織文化が悪循環に陥っている状態を検

討した。まず，モデルの中で，組織文化の主要な因子である IX2: S日の関与J，

IX4 :開発手順の整備J，IX5:失敗防止の意識J，および IX8:他部署の情報」

が低い状態にある時の原因を洗い出した (Figure8-2)。 この結果，洗い出し

た原因は 55個である。
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Figure8-2 組織文化が低い状態の原因

次に，洗い出した原因を共通する要素でま とめ，さらにそれらの関連性を整

理し，悪循環に陥っているサイ クルとしてま とめた (Figure8-3)。
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経営層が失敗防止

を重視しない
仕組みが整備されな

F工gu工e8-3 組織文化が低い状態のサイクル

このサイクルの起点になるのが「経営層が失敗防止を重視しなしリ である。

これは，ビジネスモデルなど多くの要素を含む企業戦略において，経営者がプ

ロジェクトの失敗防止を重要な位置付としていない状態のことである。その結

果，組織内に失敗防止の意識が広まらず iSM・PMの意識が上がらなし、」状態

になる。また，資源、も失敗防止の活動に向けられないため「住組みが整備され

ない」状態になる。

次に，「SM・PMの意識が上がらなしりおよび 「仕組みが整備されなしリため，

失敗防止に向けて iSM • PMが適切に行動しなしリ状態と なり， 組織全体とし

て「計画の精度が下がる」傾向に向かう。

第 7章で示 した通り， i計画の精度が下がる」と「プロジェク トの成功が減

る」傾向に向かい，組織の利益を圧迫し，組織は「ヒト ・カネの余裕がなくな

る」状態に陥る。

「ヒト・カネの余裕がなくなる」と，ますます「経営層が失敗防止を重視し

ないJため，リスクの高いプロジェク トの受注により 売上拡大を目指す傾向に

向かう 。
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8.3.提案

上記のサイクルをもとに，ステークホルダー毎に対策を列挙した。対策は，

主要な原因である「経営層が失敗防止を重視しなし、J，r SM・聞の意識が上が

らなし、J，および「仕組みが整備されない」の 3つの改善に注力した。

有識者にインタビューで確認したところ，全員がこれらの対策は改善に有効

であるとの意見であった。

また，これらの対策を実施することで Figure8-2で洗い出した組織文化

が低い状態の原因 55個のうち 40個の原因(綱掛)を改善することができる。

この結果，組織文化の主要な因子である「ロ S刊の関与J，r日 開発手順の

整備J，r日:失敗防止の意識J，および rX8:他部署の情報」を改善し，プロ

ジェクト計画の精度およびプロジェクトの成功率を向上できると考える。

8.3.1.経営層への提案

第 3章で述べたように， Sche工nは r第 3層背後に潜む基本的仮定」が組

織文化の本質であり，創業者や企業のリーダーが，自分達の信念・価値観を従

業員に植え付けていくものであると述べてし、る。この考えに従い，経営層へ以

下の 4つの活動を提案する。

(1)プロジェクトの成否と組織文化の関係理解

一般的に，プロジェクトの成否と組織文化の関係はあまり認識されていない。

まず，本研究の調査結果をもとに，経営層が主導して改善してし、く組織文化が，

どのようにプロジェクトの成否に影響を与えているかを理解することが重要で

ある。

(2)組織の現状調査

組織文化の改善には，現状の組織文化の状態の理解が重要である。組織の現

状を把握しないと，改善の必要性，および何を改善するべきかを判断できない。

把握すべき内容は，プロジェクトの成否の状況と組織文化の成熟度の状態であ

る。確認は，インタビューおよび本研究で用いたアンケートを活用することで

実施可能である。
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(3)組織方針の明確化

組織方針の明確化にあたって，前述の調査結果をもとに現状の組織文化を分

析し改善に向けた組織方針を検討する必要がある。新たな組織方針が現状の

組織文化に対して無理がないか，また， ビジネスモデルなどの他の組織方針と

整合していることを確認し従業員が理解容易な組織方針を決定する必要があ

る。

(4)経営層の組織方針合意と表明

従業員に組織方針を表明するにあたって，経営層の間でその組織方針を合意

し，組織方針に従った言行一致の取組みを遂行する必要がある(日eehan・

R工glコY'Rogers， 2008)。経営層の中で組織方針の認識にズレがある場合や，

経営層の言行が一致しない場合は，組織方針の訴求力が大幅に失われる可能性

がある。

8.3.2.SM・PMへの提案

SM・PMは，プロジェクトの失敗防止のために，プロジェクトの成否と組織

文化がどのような関連にあるかを理解し，自分達が何に注力すべきかを知る必

要がある。そのために，以下の三つの活動を提案する。

(1)プロジェクトの成否と組織文化の関係理解

前述の経営層への提案でも記述したように，一般的に，プロジェクトの成否

と組織文化の関係はあまり認識されていない。本研究の調査結果をもとに，

SM・PMは組織文化がどのようにプロジェクトの成否に影響を与えているかを，

理解することが重要である。

(2)組織の現状理解

前述の経営層への提案で記述した，組織の現状の調査結果をもとに，自組織

のプロジェクトの成否の状況と組織文化の成熟度の状態を理解しどこに強み
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と弱みがあるのかを認識することが重要である。また，他社および他部署との

比較データがあると，動機付けの点でさらに効果がある。

8.3.3.改善担当への提案

改善担当は，経営層が決定した組織方針に従って仕組みを実装し，プロジェ

クトの失敗を防止する必要がある。実装する仕組みとして以下の 3つを提案す

る。

(1)開発手順の整備

SM・P刊のための標準的な開発手順とプロジェクト活動の第三者によるチェ

ックの仕組みを構築する。開発手順の整備は形骸化が懸念されるため，開発手

順の意義の説明・利用方法の教育・開発手順の効果説明を十分に実施する必要

がある。

(2) SMの関与・他部署情報共有の仕組整備

SMの関与および他部署の情報を共有する仕組みを構築する。 SMの関与の仕

組みについては，前述の開発手順の整備の一貫で構築すると効果的である。ま

た，開発手順の整備と同様に形骸化が懸念されるため，仕組みの意義の説明・

利用方法の教育・仕組みの効果説明を十分に実施する必要がある。

(3)失敗プロジェクトの情報共有

プロジェクトの失敗を経験していない PM，および経験したことがあるが長い

時聞が経過した聞は，失敗防止の意識が低い状態にあり，新たなプロジェク

トの失敗を引き起こす可能性がある。失敗防止の意識を適切な状態に保つため

に，組織内の失敗プロジェクトの情報共有の仕組み，および四聞の過去の失

敗経験を議論する場の提供が有効である。
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9.結言

9.1.本研究の成果

本研究は， 日本の情報システム開発の成否は，受託企業における失敗防止の

組織文化とプロジェクト計画の精度が影響している，とし、う仮説を設け，アン

ケート調査を実施し，仮説を確認した。

調査の結果，プロジェクトの成否にはプロジェクト計画の精度が影響を与え

ていること，またプロジェクト計画の精度には組織文化が影響を与えているこ

とを確認した。さらに，組織文化の内部構造は，失敗防止の意識の向上を起点

として，他部署の情報が共有されるケース，開発手順の整備が向上するケース，

および SM・P刊の関係が強まるケースの 3つの流れが存在しそれらを通して，

プロジェクト計画の精度向上につながることを特定した。

これらの調査結果をもとに，経営層， SM' PM，および改善担当に対して，そ

れぞれ 2-4点の提案を行った。また，インタヒ、ューの結果からこれらの提案

は組織文化の向上に十分な効果があり，プロジェクトの失敗防止に有効である

ことを確認した。

9.2.今後の課題

本研究を通して，以下の三つの課題の重要性を確認した。これらの取組みを

通して，日本の情報システム開発の発展に貢献したいと考える。

9.2.1.プロジェクト実行段階の組織文化の影響の研究

本研究のインタヒ、ューを通して，プロジェクト計画段階だけでなくプロジェ

クト実行段階における組織文化も，プロジェクトの成否に大きな影響を与えて

いる可能性があることを確認した。

本研究はプロジェクト計画に着目しているため，調査の対象は，主に経営層，

SM，および聞を中心とした組織文化であった。一方で，プロジェクト実行に

着目した場合，調査の対象は，主に PM，プロジェクトメンバー，および調達先

を中心とした組織文化となる。そのため，調査を通して得られる組織文化の関

係および提案内容は，本研究と異なる新たな知見になると考えられる。
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9.2.2.組織文化改善に向けたシステムの構築

本研究では，経営層 SM'PM，および改善担当に対して，それぞれ 2-4点

の提案を行った。次に，これらの提案の方針に従って，組織文化向上のための

具体的なシステムを構築する必要があると考える。

構築に際しては，実際の受託企業でシステムを構築・適用し，システムの効

果を検証する。システムの対象が，経営層および SM・聞であることを考慮す

ると，改善担当の立場でシステムを構築することが望ましいと考える。

また，システムの効果を検証した後，それを汎用化することで， 日本の情報

システム業界の多くの受託企業に適用できるようにする。これにより，広範囲

に渡る日本の情報システム開発の失敗防止に貢献できると考える。
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付録A:インターネットアンケートフォーム
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アンケート

あなたについてのアンケート

屋三三E
O!‘ 50'‘ 

命会窃

lr.'1~/ 3r.'l 
t亘豆Eコ

l00K 

DQlあなたは受義朗発フロジ正クト〈顧客から受廷した情事臨システム開発〉のフロジェクトマネージゃの経験はありますか。 [必須】

。はい。L礼、ぇ

l M ページへ I [三主主主コ

| ~ゆそ[cj]仰1引附~;'Ø;{44$þj_

FigureA-l 予備調査 1
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あなたについてのアンケート

。，‘ 50~ 

命合窃

2悶13/3r.'1

重量互Eコ
1田%

プロジェクトマヰージャを担当した受託開発プロジェクトの中で、あおたがブロジzクF計画〈コスト湖周の見積り、主主ど}を作成し、白、f]Q2 ~::_;. "'~_~-::..~.~/ :，~':~~:-;~::::"~，，u~，;:.;.;"'~" V/， J".， __.C7'，....^'......_........ ~ 
つ完了したフロジzクトはありますか。 【必須]

※ブロジェク卜完了時1こ、必すiしもあたよたがブロジェクトマヰ』ジャを担当している必要はありません。
正常に完了したブロジェク卜だけでなく、失敗したプロジェクトも対象としてください。

。はい。L札、ぇ

| 次のページへ I [三tJL.，ia"9コ

| C叩卯桝[@J捌iO'lUI'Øt;tJ$n~附;;="hJ444;""

FigureA-2 予備調査 2
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災口h蜘 作閥的.np -.. ~ e x I[ アンケート

NetMile. 
Hマイルを貯めてシアワセGET!

あなたについてのアンケート

3崎El/3r.'1
混在t国 β 穏 | 

O ~ 50S 1田%

プロジェクトマヰージャを担当し、プロジェクト計画を作成」たきを託開発プロジェクトの中で、直近で完了したフロジzクト(J;完了時織を教
DQ3 

えてくださ~1.【必;員】

端プロジェクト完78唱に必ずしもあなたがプロジェクトマ宇ージ令在担当している必要はありませんν

正常!こ完了したプロジェクト泊オでナぷ、失敗》たブロジェク卜も対象としてくださし」

2005年度以前に完7

2006年度に完了

2007年度に完7

2008年度に完7

2009年度に完7

2010年度に完7

2011年度に完了

e
e
e
e
e
e
e
 

以上で終わりです。ご協力ありがとうござし、ました。

「送信」ボ虫ンをクリックしてください。

匡~ I AIl(，-ia1"コ

-公二三金豆Eこ己
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予備調査 3E工gureA-3
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Q~~I…:1/明白耐 n p. 山~[ゐアンケート

l f 
つ口

、』 μ亘h邑ヨl

命会~
，. 

あなたについてのアンケート

E」

M

1r.，fg/18峨
| 現在5.6話 1 1= 

50n 1田%

「プロジェクトの成功」と「プロジェクト計画の精度」の関係を調査して~1ます。

以下の設問では、予繊調査で図~いただいたフロジェクト〈あ主主たがフロジzクトマネ』ジャを担当した、 直送に完了した受託思自発ヲロ
ジェクト〉の、当時の状況を教えてください。
松お、 ~g数プロジェクトを岡崎に完了した場合I;l:、開始日が最近のプロジェクトを想定してください。

この調査における用語の定義は以下を参照ください。

上位マネージャ:

受註企業のプロジェクトマヰージャの上司〈あ怠たの上司〉で、プロジェク卜の全責任を負っています。
重要恕決定や、プロジェクトへの資源の提供を行います。

宣言案:

受託企業の顧客窓口で、主に顧客との契約を担当します。
磁客:

システムの発注者〈あえよたの顧客〉です。システムの要求を提去する人も含みます。
フロジzクト立土:

「プロジェク卜初期の要求概要笠理」、「主要なプロジェクトメン}¥ーの選定JtJどの作業を実施します。
PMBOKの立上プロセスlこ相当します。

フロジzクト計画:
「プロジェクトのコスト期間・体制lの見積り」、『プロジェクトの利害関係者との調笠」などの作業を実施します。

PMBOKの計画プロセスlこ相当します。

FigureA-4 本調査 1
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h恥 :llr呂田帆np. .. ~ e x If匂 アンケート

予備調査で回答いただいたブロジェクトの計画時点の、あ怠たと、あ怠たの会社について教えてください。

DQl以下のそれぞれについてお答えください。

※経験年数については切り上げでお答えください。
(f~IJ)4年5ヶ月の経験の場合l ::t、 r5年jとお答えください。

〈プロジェクト計画時点の〉あなたの年齢

〈プロジェタト計画時点の〉・情報システムに関連する業務の経験年数

〈プロジェクト計画時点の〉・情報システムに関連するブロジェタトマヰージャの経験年数

| 次のページへ I [主主空白

L生出出2~.l.1I.1J:Si.{.n.1I1州仇~叫

FigureA-5 本調査 2
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x口与|、h蜘 :I{問自 附nρ-a ~ e x I[匂 アンケート

，ゐ

MtMile 

2r.'lI3/ 18問
| 鳴をlL1K I 
1田%

あなたについてのアンケート

50~ 

Ei 
O ~ 

DQ2 (プロジェク卜計画時点の〉所属する会社の社員数は何人でしたか。 【必須】

100人以下

101~300人

301~1000人

1001~3000人

3001人以上

。。。。。

l M ページヘ I [三E豆コ

-公二三Q)TOPこ己

.町i向。~山'ß1ifí".m 刈lIl!ií1IIl竺戸rved

FigureA-6 
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。 ③|匂h恥 /1時帥nρ.a ::ileXI[ゐ アンケート

Ne-t怜¥ile

あなたについてのアンケート

匡亘j

予備調査で回答いただいたプロジェクトの概要を教えてください。

DQ3プロジェクトの期間はどのくらいでしたか。 【必須】

。3ヵ月来満

。 3~6ヵ月来j高

。 6~12ヵ月来満

。 12~18ヵ月来満。18力月以上

わ研京ヲ7JQ歪主主コ

| ~刷~抑iI:I!lOlIJ糊~愉同町"'"""

FigureA-7 本調査 4
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J|匂 h蜘: 1胤自帥n ρ . íì 蕊 ~Iω ?、ノケー ト x口

あなたについてのアンケート

DQ4プロジェクトの工数はと.のくらいでしたか。 【必5員】

。30人月来満

。 30~100人月来満

。 100~500人月来満

。500人月以上

E亘
。，‘

l M ページへ I [主主主主コ

50'‘ 

Q 合痘}

4r.'1 EI / lSr.'l 
歪亘豆Eコ

'COK 

-公二三@及Eこ己

..  仰向~勾i"SGiimÞeM'~!'iめヤlIliIゃ吋 I 

FigureA-8 本調査 5
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x口窃1"， h蜘 :何回附・nρ.“exll アンケート

NelMilε 
マイルを貯めてシアワセGETI
・司圃~i1・E泊軍司圃圃圃圃圃・

5制自/18問

| 現在21.8K I 
1田%

あなたについてのアンケート

50~ 

E三三五

DQ5プロジェクトの虫イブ1;:(とlのようなものでしたか。 【必須】

新規開発〈既存システムが存在し恕い、または既存システムを全面的に作り直す場合〉

既存システムの小改修〈既存システムが存在し、 10~信長j簡の修正・追加をする場合〉

既存システムの改修〈既存システムが存在し、 1口組以上の修正・追加をする場合〉

既存システムの再開発〈既存システムが存在し、機能仕様をほI;l変更することなくブラyトフォーム在変更する場合〉

。。。。

| 次のページへ 1[主主豆コ

その他e 

-へ二ニ之Q)TOPこ己

-町内ω2001-2011 Netrv1ile， [nc AII Ri出s時間叫 I 

本調査 6FigureA-9 
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アンケート ロ

あなたについてのアンケート

~主主
0'‘ 

E]Q6 ~軍務パッケージ(ERPtJと')1];利用はありましたか。 【必須】

の おかった

の あった

|次のページへ I [豆亙豆コ

| ~桝~加iÞ.l1II.~t?nlíHM!iI!Ie附ゆ~担~

FigureA-10 本調査 7
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つ |ゐh比四:/lres目的.nP・.'::JIe x11、 アンケー卜 三己

あなたについてのアンケート

E三三三五i

O!‘ 
DQ7プロジェクト期間中のプロジェクトマヰージャ{あなた〉の交代はありましたか。 【必須1

。怠かった

。プロジェク卜初期にプロジェクトマヰージャを外れた〈目安として、プロジェク卜計画直後〉

。プロジェク卜前半にプロジェクトマヰージャを外れた〈目安として、設計完了まで〉

。プロジェクト後半にプロジェクトマヰージャを外れた〈目安として、テスト完了まで〉。プロジェクト最終結階にプロジェクトマヰージャ在外れた〈目安として、テスト完了より
後〉

。その他

| 次のペーシへ I [二豆豆E

. .  型raB空[119'&11"91竺lIID!il1i竺lIIIlIii竺lIllIiliIe

FigureA-11 本調査 8
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l425 
あなたについてのアンケート

白鴎包/18峨

= 
ょ

I 鳴を判外純 1 

0，. 50" IOJK 

ÐQ8 予備調査で回答L ぜこだ:~¥たプロジェクトの特徴'1I1J約を教えてくださし」 【必須】

新規の顧客〈企業・担当者〉だった

新規の技術正開発手法含む〉を利用した

新規の業務内容だった

ブロジεクトの作業範囲は大規模だった

プロジェク卜の作業内容は傾雑だった〈彼縫松システム構成、筏量重松利害関係者、私ど〉

プロジェクト計画時に、E損害とのコミュニケーションの機会は不足していた

プロジェクト計画時に、殺害の要求は不明峨だった

ブロジェタト計画時に、~果物は高い品質を求められた

プロジェクト計画時に、コスト滅の要求は厳しかった

プロジェクト計画時に、開発期間短縮の要求は厳しかった

あなたがプロジェクト計画1;::着手する前に、プロジェクトの1)スクを1曽大させる重要事項〈マッチしない技術の利用、不
適切削宰事IJ、松ど〉が決定されていた

1次のページへ I I i¥i)L.，ia-rコ

C~桝[C!]J制iJ:S!{llI'~~

FigureA-12 本調査 9
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425 
あなたについてのアンケート
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= I 現在50.0K I 
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DQ9予備調査で包答l\たた:~ !1こプロジェクトの計画時点の、あtJJ~のスキル・作業期間・モチベーションについて教えてくださ~¥。 【必2員】

非
常
に
よ
く
当
て
は
ま
る

当
て
は
ま
る

少
し
当
て
は
ま
る

あ
ま
り
当
て
は
ま
ら
な
い

当
て
は
ま
ら
な
い

全
く
当
て
は
ま
ら
な
い

プロジェクト計画を作威するためのプロジェクトマヰージメン卜の知識・経験は十分だ古た(共同作業メンJi-が任命さ
れていた場合は、そのメンJïーの知識・経験も含めて回答してくださ~ ;)--'"~ . ，，，----"，，-.. "_，-，. '. .~...- 0 ~) fu () d 6 

プロジェクト計画を作成するための業務・技術の如識・経験lま十分だった〈共同作業メンJiーが任命されていた場合
は、そのメンパlーの知識・経験も含めて回答してください〉

プロジェクト計画を作成する時間は十分だった

ブロジェクト計画を作成するに当たって熱意を持って取り組んだ

上位マヰージ刊草、プロジェクトマヰージ刊こプロジェク卜計画の知識・経験が充足していることを確認して、任命した

上位マヰージ村立、プロジェクトマヰージ判=プロジェクト計画作成の時聞か充足していることを確認して、任命した

上位マヰージ刊立、プロジェタ卜マヰージャ任命時に、動機付け〈意義・インセンティブの説明、 tJど。〉を十分にfすった

社内では成果に対して適切こ評{画される傾向があった

竺l~lel~lö 。

。 ~rer~rö 。

;;I;|;13; 
わ砺京ヲ7]I i¥:tJL，ia1'コ

-公二三金型Eこ〉

. .  ゆりil型ト勾iII向山lI1ia竺l巾
? 
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匂 htt凶~Jres田rch.n ρ . iì ~èx l、 アンケート 1 合詩語

1wNf? マイルを貯め n 

あなたについてのアンケート

lor.'II3/18r.'l 

E至宝互コ
。，‘ 50K 1田%

DQ10予備調査で回答いただいたプロジェク卜の計画時点の、上位マヰージャ・2言葉の関与について教えてください。 【必須】

全当あこ少当~~
くてまして常
当 lまり当 1;1: 1: 
てま当てまよ
はらてはるく
ま な は ま 当
ら い ま る て
怠ら は
いな ま

いる

上位マヰージ刊立、重要創米顧客からの提案依頼書・ブロジェタ卜計画書Lなど〉を確認した の。 dl。⑦の

上位マネージャIL::Iロジェ長問ージャ;tj¥i砲でぬい重要課題〈要員の手配、など〉の対処l郡片山 d_u1d.[(d e>Id 
上位マヰージ刊立、ブロヅェク卜計画の進行状況を理解していた 0 の o，e> eJe¥ 
上位マヰージ刊草、ブロ%'ェクト計画時に適切なアド}¥.ザスをくれた

上位マヰージャ、のアド'}¥イスl耳、ブロジzクト計画の品質向上lこ役立った

上位マヰージ刊立、プロジェタ卜計画作業1<:熱心lこ関与した

上位マヰージ刊立、プロジェクト計画作業に関与する主で十分伝知識・経験を持っていた

上位マヰージ刊立、ブロジェタ卜計画作業に関与する時間は十分にあった

言葉は、重要貧草刈賭からの提案榔嬉・プロジェクト計画書、など〉を磁忍した

2吉3震は、ブロジヱク卜マヰージャがi悶笠でき恕い重要課題〈顧客とのi問盤、など〉の対処に取り組んだ

2霊祭は、ブロル;_"クト計画の進行状況を理解していた

嘗業は、プロジェクト計画時に適切なアドバイスをくれた

嘗業のアドバイスl立、ブロジェタ卜計画の品質向上に役立った

富業は、プロジェク卜計画作業lこ熱心lこ関与した

富業は、プロジェクト計画作業に関与する上で十分な知識・経験を持ってL史

11 諜 lぶプロジェクト計画作業に関与する鴫間十分にあった

プロジェクト計画時の、プロジェクトマネージャ・上位マヰージャ・嘗業の役割責任は明確だった

| 次のページへ I[三空室コ

l ~ω~叩iD!!!1刷lI!:!lI.m 削lIilI郎防臨時

FigureA-14 本調査 11
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匂 アンケート x 

l悦tfh
あなたについてのアンケート

。，‘ 50~ 

DQ11予備調査で回答いただいたづロジェ長トの計画e寺点の、社内のコミュ三ケーシーンlとついて教えてkださい。 【必涜j

上位マヰージャと十分松田情報交換をした

上位マヰーシーやlこ言いたいことを言える関係だった

上位マヰージ刊立、あなたの能力を信鰻していた

上位マヰージ刊こ相談したい時に、すぐに連絡が取れた

嘗業と十分な'情報交換をした

2言葉に言いた~¥ことを言える関係だった

2言葉は、あなたの能力を{言縛していた

嘗業lこ相i費したL崎に、すぐに連絡が取れた

全当あ少当非
くてまして常
当 I;l:り当 lまに
てま当てまよ
I;l:らて lまるく
まな lまま 当
ら い ま る て
おら は
いお ま

いる

0oの οeJo

o . e T~ Ol()。

他部署の社員は、技術や見積り訟との質問lこ対して、快く相談lこ乗ってぐれる雰囲気だった 。 O ，I'J ¥deJo
ふ~

他部署の社員のアドバイスl立、計画の精度向上1:役立った 。 e l ~ Ol!) 。

自| あなたは、社内にどん松経験の社員がしゅのか良く知って~¥た

あなたは、社内にど.必なプロジェク卜が存在するのか良く知っていた

| ;知日川 I[三主空白

| C句。叩明:!lOOl町1m肝川州r叶i

FigureA-15 本調査 12
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アンケート x 

あなたについてのアンケート

O!‘ 50~ 

自由極

12問EI/18問

主亙豆二コ
l00K 

DQ12予備調査で回答いただいたプロジェクトの計画時点の、プロジェクトの失敗防止の意識について教えてください。 【必須】

トップマヰージメント〈経営暦・部門長)1立、全S史的lこブロジェクトの失敗防止を重視していた

トップマヰージメント〈経富暦.gs門長)1耳、失敗防止のための意思表示を定期的に行ってL史

トップマヰージメン卜〈経嘗層・部門長)1;:(、失敗防止のための取り組みを推進していた

あなたは、受注ゃ碩客要求に応えることよりも、失~J(防止を優先してプロジェクトを計画した

全当あ少当非
く て ま し τ補

当 1;:( り当 1ま lこ

てま当てまよ
はらてはるく
ま お は ま 当
ら い ま る て
な ら 1;:( 
L、 t.;: ま

II る
イ争

のむの 11() d。

ブ口ジエクト計画8時寄に、上{位呈=才7ヰ-ジ刊ま、受;注主やE碩員客要求に応えることよりも、失E敗担F防方止在{優昼先していた dう E⑪9 の|。 ⑦ lの
ブ口即ジエク州卜附計緬珊叩画酎酬献司朝杭口lにこ

t社土内では失R敗賀の少ないブロジエク卜マヰ-ジ刊お平軒{価面される傾向nが4あつた

1次のページへ I I i¥i)L.，ia-rコ

‘公二三Q)TOPこと.町i柿巾)制iRi"'pWmUm小F"iIDZDnm吋 I 

FigureA-16 本調査 13
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あなたについてのアンケート

13r.'1E1/ lSr.'l 
| 混在刊!_!I___I

0，. 50" IOJK 

DQ13 
予備調査で回答いただいたブロジェクトの計画時点の、会社で定められていたプロセス(1乍案手JII~'役割責任〉について教えて<t~さい.
[æ，~膏1

会社〈または部門〉は、プロジェクト立上・計画時の標準的是正プロセスを笠備していた

上記のプロセスは、計画の精度陶上に役立った

よ記のJロセスの説明・教育が十分に行われていた

ブロジェタ卜立上・計画時に、あなたは、上記のプロセスに従った

プロジェクト立上・計画時に、上位マヰージ刊立、上記のプロセスlこ従った

プロジェクト立上・計画時に、2吉3震は、上記のヌロセスにi追った

会社〈またはg~門〉は、プロジェクト計画の内容を第三者〈ブロジェタトlこ直徳関与していない人〉がチェックする仕組
みを笠備していた

上記の第三者チェック1;:(、ブロジェタ卜計画の精度向止に役立った

lM ページh I[ヨヨ空白

| ~桝[@)]制iI:fimID剖~同ma.. i4.f.aJ1;;:， 

FigureA-17 本調査 14
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あなたについてのアンケート

。，‘ 50~ 

出官愈

14r.'1~/ 18r.'1 

1l:rt11.8 K二コ
， OO~ 

DQ14予備調査で回答いただいたブロジェタトの計画時点、の、会社が提供していたナレッジ・卜レーニンタについて教えてください。 【必須】

全当あ少当非
ぐて まして常
当 1;;1:り当 1;;1: 1: 
てま当てまよ
は ら で は る く
ま な は ま 当
ら い ま る て
な ら 1;;1: 
~ ¥ な ま

L、 る

会社〈またはg~門〉はJ社内の過去のヲロジェクト情報〈技術・情報・見積もりデー虫、えよど〉を笠{届・公開していた'(')16 0 ~) e eJ 
上司の過去のプロジェクトI前日l革、計画の精度陶上に役立った め!t:')e')凶 ok.
会社〈または部門〉は、社内の人材情報を笠{高・公開していた

上記の人材情報1;;1:、技術や見積もりの相談相手を見つけるのに役立った

上記の人材・情報は、ブロジェク卜体制を検討するのに役立った

会社〈主たはg~門)1;;1:、社内のトラブル事例・成功事例を収集・公開していた

上記のトラブル事例・成功事例は、計画の精度向上に役立った

会社〈またはg~門〉のブロジェクトマヰージメン卜・開発スキルを育成するブログラムは充実していた

上記の育成ブロタラムは、計画の精度陶上に役立った

先輩ブロジェクトマヰージャや上司から、プロジェク卜マヰージメン卜lこついて学ぶ機会があった

!上記の学ぶ機会は、計画の精度向上に役立った

い 閉 会ー弘 II AIllAll:9コ

.竺竺!ー出-竺，.. 1"93'山ふ比品目1m竺~問時

FigureA-18 本調査 15
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ヨ氏

あなたについてのアンケート

O!‘ 50~ 

DQ15予備調査で回答いただいたプロジェクトの計画の精度を教えてくたさい。{自己評価で結構です〉 【必須]

顧客要求を十分に考慮し、必要拡システム化の範囲〈機能〉を特定した

見積りめ根鎚〈作業内容・必要リソ』ス・技術、恕ど〉を十分に検討し、コストを算定した

全当あ少当非

くてまして常

当 lまり当 1;:1: 1こ

て ま 当 て ま よ

はらてはるく

ま な は ま 当

ら い ま る で

怒ら は
いな ま

いる

のむの。 lの 。

E了。Te'olc.d 
見積りの根惚〈作業内容・必要リソース・技術、松ど〉を十分に検討し、スケジュールを葺定した C む の の む ⑦ 

見積りの根鎚〈作業内容・必要リリース・技術、など〉を十分に検討し、品質目標を設定した の 。 oeJlO 0 

重大怠リスク・課題を時定し、対寮を検討した

プロジェク卜め利害関係者を笠理し、役割・葺{壬を明確にした

社内外の重要な利害関係者と、計画の内容を合意むた

必要な内容を記載した契約書にもとづ~¥τ、顧客と契約を結凡だ

全般的!こプロジェクト計画の精度は高力、.った

い 初 代ージヘ !C豆豆主コ

..桝(C)仰11:1勾iII附~、~附客hts Reserved 

Figu reA-19 本調査 16
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あなたについてのアンケート
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16問13/18問

2; I可否石干I
1田%

DQ16予備調査で回答いただいたプロジェクトの最終的お結果を教えでください。〈詳細がわ力もおい場合は、大俗の想定で結構です〉 【必須】

目安として、以下をき基準としてください。

|まlま計画通りlこ完了、または計画よりも良かった場合

f当てはまる』またはf非常によくき当てはまる』

計画とある程度のずれはあるが、社内または政審との閣で問題iこえよらZよかった場合

fあまり当てはまらない』または『少し当てはまる』

計画とずれがあり、社内または該客との簡で問題lこなった場合

f全く当てはまらない』または『当てはまらない』

全当あ少当非

く て ま し lてま 常
当 lまり当 に

てま当てまよ

lまらて I.;tるく

まえよはま 当

ら い ま る て
な ら lま
L、 な ま

L、 る

計画したシ又テム化の範囲〈機能〉を開発した の o()Od。
一ー t +-一十ー 『

計画したコスト通りに完了した

全般的!こプロジェクトI;t成功だった

l M ページへ I [二翌豆E

E竺!出~叩iII型'IU..""ñfUP干 Reserved

FigureA-20 本調査 17
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アンケート 1 

あなたについてのアンケート

。，‘ 50~ 

以下の該聞では、あおたが考えるプロジェクト計画の精度について教えてください。

DQ17どうし句た要因がブロジェクト計画の精度を悪化させていると恩Lますか。 【必須】

-(1000文字以内〉

ÐQ18 上記を解決する方法として、どのような方法・対策が効果的だと思~¥ますか。 【必須】

T (1000文字以内〉

以上で終わりです。ご協力ありがとうござし、ました。
「送信」ボ主ンをクリックしてください。

区三百巴:t.JlA1i:1"コ

世金融

17r.'1 ~ / 18r.'1 

E蚕豆Eコ
， OO~ 

-ヘニ二三金型Eこ己

.. 

|恒-桝Bl勾:.IRm"9mωil宇'R!1!'iJめ..吋 I

FigureA-21 本調査 18
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付録 B:インタビュー結果

B.l.インタビュー対象

PM A 

PM B 

PM C 

PM 0 

SM 

SEPG 

B.2.インタビュー実施日時

20ユユ年日月 9日(金)ユ口:00-11: 30 

20ユユ年日月 9日(金)ユ3:30 ユ5:00

20ユユ年日月日日(土)ユユ:山口 :30

20ユユ年日月三日日(火)ユ4:ユ5 ユ5:30

B.3.仮説およびモデルについて

プロジェクト計画が明確だと，メンバーが的確に行動できるためプロジェク

トの成功率が上がると思う。また，組織文化が強ければ，プロジェクト計画を

詳細に考える意識が強まるため，プロジェクト計画の精度が高くなると思う。

ただ，あまりにも変更の多いプロジェクトでは，プロジェクト計画の精度は，

プロジェクトの成否に関係がなくなると思う。

モデルについては，失敗防止の意識向上による他部署の情報や手順の整備の

向上はその通りだと思う。 S刊の関与については，経験上良くわからないが，な

んとなくその傾向はあると思う。

自分の周囲では，プロジェクト計画の精度よりも実行段階の頑張りの方がプ

ロジェクトの成否に影響がありそう。ただ，プロジェクト計画の精度も関連が

あると思う。組織文化はプロジェクト計画の精度に影響を与えていると思う。

自分の周囲では，失敗防止の意識が高くないためか SMの関与は少ないし

開発手順の整備も少ないと思う。結果，プロジェクト計画の精度も低い気がす
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る。もし，失敗防止の意識が高まれば，上記が改善されると思うので，このモ

デルは正しいと思う。

プロジェクトの目標が明確でメンバーと共有できるかどうかはプロジェクト

の成否に重要な要素なので，プロジェクト計画の精度はプロジェクトの成否に

影響があると思う。また，意識が高いほど，先を見据えたプロジェクト計画を

作る意識につながると思う。

モデルはその通りだと思う。自分の周囲では，他部署の失敗情報がなかなか

得られないのが問題。現状は S刊を通して成功情報を得られる。

仮説は基本的にその通りだと思う。ただ，プロジェクト計画の精度より，プ

ロジェクト実施段階のリスク管理や進捗管理の方がプロジェクトの成否には重

要な気もする。組織文化とプロジェクト計画の精度の関係は何とも言えない。

モデルはその通りだと思う。特に開発手順が良く整備され，遵守する意識が

強し、かどうかは，最も重要だと思う。

仮説はその通りだと思う。プロジェクトは計画ありきなので，し、かに精度の

高いプロジェクト計画を立てるかが重要。また，全体の意識が高し、かどうかは，

第三者レビューの質にもかかわってくる。プロジェクト計画以外にも， PMスキ

ル・カンも重要だと思う。また進捗管理の質も重要な要素だと思う。

モデルも違和感ない。その通りだと思う。

仮説はその通りだと思う。仕組みが形骸化しなし、かが重要なポイントだと思

つ。

モデルもその通りだと思う。

B.4.属性毎の特徴について

PM経験年数の違は，その傾向があると思う。特にベテランになると組織文化

が向上し，コミュニケーションが良くなるはず。

企業規模の違いでは，大きい企業の方が，プロジェクトの予算のバッファー

が大きいので成功しやすく，また失敗防止を考える余裕があると思う。ノトさい

会社は予算がぎりぎりなので，失敗防止を考える余裕がないし少しのミスで

失敗になってしまうと思う。

プロジェクト規模の違いでは，組織文化とプロジェクト計画の精度に関して
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は，企業規模の違いと同様の傾向になると思う。プロジェクトの成功の割合は

良くわからない。

PM経験年数の違いでは，当初は経験の浅い聞の方が組織文化は強いと思っ

たが，モデ、ルの詳細な構成を考えると，確かにベテラン P刊の方が強く，プロ

ジェクト計画の精度およびプロジェクトの成否の割合も高いと思う。

企業規模の違いでは，大きい企業の方が，組織の色が出やすく，開発手順の

整備が進んでおり，この傾向が出ると思う。

プロジェクト規模の違いでは，当初は大きいプロジェクトの方が成功割合は

高いと思ったが，変更によるインパクトなどの難易度を考えると，確かにこの

傾向になると思う。

パッケージの有無については良くわからないが，自分の経験では，顧客から

パッケージでは実現できない機能の要求が多発し，失敗することが良くある気

がする。

PM経験年数の違いは，個人差はあるが，全般にこの傾向は正しいと思う。

企業規模の違いでは，大きい企業の方が，顧客企業も大きくなり，プロジェ

クトも重要かっ大きくなる傾向があるので，全般的に失敗防止の組織が高い傾

向になると思う。

プロジェクト規模の違いでは，プロジェクト規模が大きくなると，プロジェ

クト計画の影響が減って，他の難易度などの影響が大きくなるために，この結

果になるのだと思う。

PM経験年数の違いは，プロジェクトを多く経験すると意識が高いレベルに達

すると思う。

企業規模の違いは，大きい企業ほど資源の余裕があるため，失敗防止に向け

た活動を行いやすいため，この傾向があるのだと思う。

プロジェクト規模の違いでは，規模の大きなプロジェクトほど，小さなミス

によって大きな影響になるので，この結果になるのだと思う。

PM経験年数の違いは，全般にその傾向があると思う。ただ PM経験年数に

比例して担当するプロジェクトの難易度も上がるので，失敗に関してはその限

りではないと思っていた。

企業規模の違いは，大きい企業ほどナレッジがあるためにこの結果になると
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思う。一方，小さい企業の方がコミュニケーションを取りやすいため，良い結

果になるかと思っていた。

プロジェクト規模の違いは，この通りだと思う。

パッケージの有無については，カスタマイズが多発するために，失敗が増え

ているのだと思う。

PM経験年数の違いは，全般にその傾向があると思う。ただ，中堅聞は慣れ

のために，意識が下がる傾向があると思っていた。

企業規模の違いは，その傾向があるのか良くわからないが。大きい企業ほど

仕組みが強固なのかもしれない。

プロジェクト規模の違いは，この通りだと思う。

B.5.提案内容について

SM' PMが判断する上で，経営層が基本的な方針を出してくれると行動しや

すいので，プロジェクトの失敗防止につながると思う。

失敗状況をすぐに収集できる仕組みがあると良い。そのためには，失敗を隠

蔽せず，オープンにできる文化を作る必要があると思う。失敗防止の文化が根

付けば，プロジェクトの成功率は上がると思う。

悪循環に陥るサイクルは，今まであまり考えたことがなかったが，この通り

だと思う。

対策に関しては，特に，経営層の方針の明確化と言行一致は PMに大きな影

響を与える。また，失敗情報の原因分析や共有は効果が大きいと思う。実施で

きれば失敗防止の効果は十分あると思う。

悪循環に陥るサイクルは，解決策を打ってもどこかでその効果が途切れてし

まうので，どうやって途切れないようにするかが重要だと思う。

経営層が方針を出すことはないと思う。トップダウンの意識づけも重要だが，

現場や部長レベルのボトムアップの推進の方が重要だと思う。

他部署や他企業の実績値の比較を見せられると，現場は刺激を受けて活動が

進むと思う。

実際にプロジェクトの失敗を経験すると， SMと聞の意識がかわるので，失

敗経験も重要だと思う。
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経営層はなかなか方針を出してくれないが，もし失敗防止に向けた方針を出

してくれれば，大義名分を得られるので，ボトムアップでの改善をやりやすく

なる。

B.6.その他

プロジェクトの成否と組織文化の関係はあまり考えてなかったが，考慮しな

ければいけないことがわかった。

組織文化とプロジェクト成否の関係が明確にわかり，いままでモヤモヤして

いたものがすっきりした。是非，他の社員にも本内容を説明して動機づけして

欲しい。

定量的に結果を見せられると説得力がある。

とてもためになる，有意義な時間だ、った。
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